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札幌開発建設部　ゴミ収集箱基礎測定

◎ ゴミ収集箱の既存舗装面から基礎上端（又は物置下端）までの計測寸法

　　注）建物ごとに計測した寸法とし、レベル測量は行っていない。

ゴミ収集箱　A

基礎上端高さ a-1との差

a-1 210 - 基準位置

a-2 170 -40

a-3 120 -90

a-4 200 -10

ゴミ収集箱　B

基礎上端高さ b-1との差

b-1 200 - 基準位置

b-2 130 -70

b-3 100 -100

b-4 90 -110

b-5 160 -40

b-6 190 -10

ゴミ収集箱　C

基礎上端高さ c-1との差

ｃ-1 220 - 基準位置

ｃ-2 130 -90

ｃ-3 120 -100

ｃ-4 290 70

ゴミ収集箱　d

基礎上端高さ d-1との差

d-1 120 - 基準位置

d-2 120 0

d-3 100 -20

d-4 100 -20

◎ ゴミ収集箱計測寸法

水下（屋根上） 水上（屋根上）

A 1870 2210 2310 2355

B 3720 1510 2310 2355

C 2925 2570 2310 2355

D: 1870 1285 1960 2065

※1…軒先端の高さでなく、壁面での基礎上端から屋根上端までの計測寸法を示す。

高さ（本体）※1

備　　考

備　　考

備　　考

幅（外寸法） 奥行（外寸法） 備考

備　　考

※ ※
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第１章 業務概要 

１－１ 業務概要

１－１－１ 業務名 

平成 20 年度施行 多重無線通信回線用施設 耐震対策実施設計業務 

１－１－２ 業務箇所 

石狩川開発建設部管内 

１－１－３ 業務項目 

（１）計画準備 

（２）現地踏査 

（３）耐震対策設計 

（４）報告書作成 

１－１－４ 業務期間 

平成 20 年 8 月 28 日～平成 21 年 2 月 27 日 

１－１－５ 発注者 

北海道開発局石狩川開発建設部 

〒  060-8541  札幌市中央区北 2 条西 19 丁目 

TEL 011-621-1541（代表） 

１－１－６ 受注者 

１－１－７ 担当職員

石狩川開発建設部 施設整備課 
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１－１－８ 担当技術者 

北電総合設計株式会社 エネルギー部 電気・通信技術室 
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１－２ 業務の目的 

本業務は、石狩川開発建設部所有の通信用鉄塔及び反射板の耐震診断を行い、その

結果を基に工事等の発注に必要な関係図書を作成する。

１－３ 業務の内容 

（１）多重無線通信回線用施設耐震診断対策

    石狩川開発建設部管内多重無線鉄塔及び反射板の耐震診断を行い、その結果を基に

改修計画を作成する。 

１）多重無線鉄塔  １５箇所

２）多重無線用反射板 ６箇所

耐震診断を実施する箇所は、表１のとおりである。

表 １ 耐震診断実施箇所

番

号 
名  称 施設種別 

番

号 
名  称 施設種別 

1 石狩川開発建設部 鉄塔 12 
夕張ｼｭｰﾊﾟﾛﾀﾞﾑ総合建設 

事業所 
鉄塔 

2 札幌河川事務所 鉄塔 13 石狩放水路管理センター 鉄塔 

3 岩見沢河川事務所 鉄塔 14 砂川遊水地管理センター 鉄塔 

4 江別河川事務所 鉄塔 15 馬追山無線中継所 鉄塔 

5 千歳川河川事務所 鉄塔 16 定山渓反射板 反射板 

6 滝川河川事務所 鉄塔 17 桂沢反射板 反射板 

7 北空知河川事業所 鉄塔 18 山部反射板 No1 反射板 

8 豊平峡ダム管理支所 鉄塔 19 山部反射板 No2 反射板 

9 定山渓ダム管理支所 鉄塔 20 恵庭湖反射板 反射板 

10 漁川ダム管理所 鉄塔 21 漁川反射板 反射板 

11 桂沢ダム管理所 鉄塔 

１－４ 準拠指針等 

業務の実施にあたり、主として使用する準拠基（規）準および参考図書を下表に

示す。 

           表２ 準拠規準および参考図書

適 用 図書名 発行年 発行者 

準拠基準 北海道開発局設計業務共通仕様書 平成 20 年 北海道開発局 

準拠基準 通信鉄塔・局舎耐震診断基準（案）・同解説 平成 18 年 （社）建設電気技術協会 

準拠要領 通信用鉄塔設計要領・同解説 平成 18 年 （社）建設電気技術協会 

準拠規準 建築基準法・同施行令     
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第２章 耐震診断の概要

２－１ 一 般

（１） 耐震診断の目的 

耐震診断は、地震災害等に対して、通信鉄塔が目標に基づく健全性を確保している

かどうかを判定することを目的とする。 

（２） 耐震診断基準 

通信用鉄塔の耐震診断は、国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室により「通信

鉄塔・局舎耐震診断基準（案） 平成 18 年 11 月」としてその基準が示されており、(社)

建設電気技術協会によって、「通信鉄塔・局舎耐震診断基準（案）同解説 平成 18 年

度版」が発行されている。 

本業務は、この基準に準拠し、耐震診断を実施する。 

（３） 適用の除外 

本業務において、石狩川開発建設部管内の多重無線通信回線用鉄塔及び反射板の耐

震診断を実施することである、「耐震診断基準 H18」によると、既存施設のうち、以下

の施設が適用除外となっている。 

１）「通信鉄塔設計要領同解説 平成 15 年度版」により設計された施設   

２）「通信鉄塔設計要領同解説 平成 18 年度版」により設計された施設 

（４） 耐震診断の方法

「耐震診断基準 H18」では耐震診断を予備診断及び高次診断に区分して実施するこ

ととなっている。 

予備診断は、高次の診断が必要か否かの判断を行うための簡便法であり、高次診断

は、予備診断で高次の診断が必要となったものについての詳細な方法である。 

よって本業務においても、この方法により耐震診断を実施するものである。 

（５） 健全性確保の目標

鉄塔及び反射板の健全性は、構成部材・構成部材の接合部・柱脚について、地震時

又は暴風時に生じる各部材の応力度が、ほぼ許容耐力以内であることを目標とし、そ

れらの比較によって判断するものとする。 
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２－２ 予備診断

予備診断は、高次の診断が必要か否かの判断を行うための簡便法であり、以下の項

目について実施する。 

（１）完成図書の収集・整理 

鉄塔及び反射板に関する設計図書又は完成図書等、耐震診断に必要な資料を収集す

る。本業務で収集した図書類は付録Ⅰに纏めた。 

（２）現地調査

現地において、図面との照合・経年劣化調査・立地する地形調査を行うものとし、

現地調査は、表 2-2-1 に示した調査表に基づき実施する。 

本業務で実施した調査結果は、第 4 章以下の各施設の診断結果を纏めた章に記述し

てあり、関係写真は付録Ⅱに示した。 

１）図面照合

設計図書・完成図書等と現地施設の照合を行い、資料と相違について調査を行う。 

２）経年劣化調査

鉄塔及び反射板の劣化状態を調査する。劣化の状態が大きい場合には、補修対策を

施す必要がある。 

３）地形の調査

施設の設置されている場所において、以下の項目に該当する場合には、基礎の検討

を行う。 

ア）斜面の変状や盛土の沈下等又は擁壁の異常が認められる場合 

イ）砂質地盤で、地震時に液状化発生の可能性のある場合 

（３）予備診断の結果

現地調査において、図面照合・劣化調査・地形調査の結果を踏まえ、必要と判断さ

れた施設は高次診断を実施するものとする。 

なお、本業務の耐震診断対象施設の大部分が、新耐震設計法で設計されたものでな

いことから、高次診断を実施する。 
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【表 2-2-1 鉄塔の現地調査表】

部

位 
診断項目 診断基準 診断方法 判定 

(1)コンクリート基礎 ①基礎の仕様は良いか 

（躯体と一体化して築造等、形

状・安定性・基礎幅） 

②基礎は強固で割れ・亀裂 

 傾き等がなく、状態は良 

 いか 

目視 

目視 

触診 

良い 悪い 

   

良い 悪い 

(2)基礎へのアンカーボルト 

ベースプレート 

①アンカーボルト・ナットに 

腐食劣化や緩みがないか 

②ベースプレート下端のモル

タルの充填 

目視 

触診 

目視 

触診 

無い 有る  

無い 有る  

基 

礎 

(3)不同沈下 ①基礎の不同沈下は生じて 

いないか 

目視 

計測 

生じている 

生じていない 

(1)部材の劣化・変形 ①鉄塔の目にみえるねじれ、 

変形はないか。また、偏荷 

 重・ねじれ等に対する状態 

 は良いか 

②部材や接合金物等に腐食 

 等劣化や損傷及び緩みが 

 ないか 

③塗装部分の浮き、はがれ、 

 メッキ部分の傷はないか 

目視 

触診 

目視 

触診 

目視 

触診 

良い 悪い 

   

良い 悪い 

良い 悪い 

鉄

塔

本

体 

(2)接合部 ①ボルト穴に過大な欠損が 

ないか 

②ボルト・ナットに腐食等 

 劣化や緩みがないか 

目視 

触診 

目視 

良い 悪い 

良い 悪い 
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２－３ 高次診断

高次診断では、当該施設の構造計算を実施して、施設の強度の健全性を判定する。

構造計算では、鉄塔及び反射板の構成部材・構成部材の接合部・柱脚について荷重を

算出し、地震時又は暴風時に生じる各部材の応力度が、ほぼ許容耐力以内であるかを

判定する。 

２－３―１ 荷重の計算 

（１）固定荷重及び積載荷重等

基本事項：長期荷重として、固定荷重、積載荷重、雪荷重を考慮するものとする。

１）荷重の組み合わせ

長期荷重の計算にあたっては、表 2-3-1 のとおり、各荷重を組み合わせて求める。

【表 2-3-1 荷重の組み合わせ（長期荷重）】

設計荷重 荷重について想定する状態 荷重の組み合わせ

長期の荷重 常 時 G+P+0.7S 

ここに G：固定荷重，P：積載荷重，S：雪荷重

２）固定荷重

固定荷重は、鉄塔自身の重量であり、鉄骨の取材・斜材などの重量ばかりでなく、

ボルト及びガセットプレートなどの接合部重量についても、制作時の積算重量を参考

に実状に応じて重量を算定する。具体的には、接合部のガセットプレートとボルト類

の重量は、過去の製作実績から、鉄塔部材重量の 40％とする。

プラットフォーム、フィーダーラック、はしごその他の付属物も固定荷重とする。

３）積載荷重

アンテナ、反射板、板面支持枠などの重量とする。

４）雪荷重

雪荷重は、地上積雪深さ及び単位重量について、当該鉄塔を建設する地方における

雪観測データ及び関係政令、特定行政庁の条例、既往の資料並びに慣例を調査のうえ、

適正な値を用いることとする。

基本的には、「通信鉄塔設計要領・同解説(平成 18 年度版)68 ページ」に準じて算定

する。

1000 dS ………（2-3-1）式
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ここで、 0S ：雪荷重[Ｎ/m2] 

：雪設計用平均単位重量で 30[N/ｍ２/cm]を標準とする。

 ｄ：垂直積雪量[ｍ]。下式で求まる値に局所的地形要因を考慮した値

SS rLd ………（2-3-2）式 

       ここに、 SL ：区域の標準的な標高[m] 

       ， ， ：区域に応じて設計要領平成 18 年度版 6.5.1 の表 6－8 の当該各

欄に掲げる数値

       Sr     ：区域の標準的な海率（区域に応じて表 6-8 のＲの欄に掲げる半

径の円の面積に対する当該円内の海その他これに類するもの

の面積の割合をいう）

なお、設計要領平成 18 年度版 74 ページに「建設地の区域又は近傍の区域の気象観

測地点における地上積雪深の観測資料に基づき統計処理を行う等の手法によって、当

該区域における 50 年再現期待値を求めることができる場合は、当該手法によることが

できる」と記述されていることから、（2-3-1）式の値が異常に大きくなった場合は、

参考文献などの値を採用した。 

５）アンテナと反射板での留意事項（アンテナ偏心モーメント換算荷重）

通信鉄塔・局舎耐震診断基準(案)・同解説には「反射板面や板面支持枠の重量が大
きく、それによる偏心モーメントが生ずるので注意が必要である」と記述されている。

このため、本報告書においても、パラボラアンテナが鉄塔塔体に与える偏心モーメ

ントを等価的に塔体主柱材の鉛直荷重に加算するという手法を取り入れた。

主柱材１本当たりの加重は次式によることを基本とした。

22 L
MQ  ………（2-3-3）式

ここに Ｑ：アンテナ偏心モーメント積載荷重加算値（主柱材 1 本当たり）

Ｍ：アンテナ偏心モーメント， Ｌ2：当該節の塔体幅

ただし、複数個のアンテナが取り付けられている時は、モーメントの加減を考慮す

る。なお、アンテナ偏心モーメント積載荷重加算値Ｑは、短期荷重である地震時荷重

を算出する時の建物荷重には反映させない。
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（２）地震荷重と風荷重 

基本事項：短期荷重には、前項の長期荷重地震荷重又は風荷重を考慮する。

１）荷重の組み合わせ

短期荷重の計算に当たっては、表 2-3-2 のとおり、各加重を組み合わせて求める。

【表 2-3-2 荷重の組み合わせ（短期荷重）】

設計荷重 荷重について想定する状態 荷重の組み合わせ

暴風時 G+P+0.5S+W 
短期の荷重

地震時 G+P+0.5S+K 

  ここに、 G：固定荷重，P：積載荷重，S：雪荷重，W：風荷重，K：地震荷重

２）多雪地帯の短期荷重計算用雪荷重

地震荷重、風荷重との組み合わせを考慮する場合には、平成18年度版設計要領6.5.1

より求めた雪荷重に表 2-3-3 の数値を乗じて算出する。

       

【表 2-3-3 地震荷重、風荷重の組み合わせ時の係数】

北 海 道

係 数 0.5 

３）地震荷重

ａ）地上鉄塔

地震荷重から水へ威力を下式から算出し、静的外力として鉄塔の各節点に作用さ

せる。

ZWARCQ rtr 0  ………（2-3-4）式

QQH rrr 1        ………（2-3-5）式

ここで、 Qr ：ｒ層のせん断力[kN] 

C0 ：標準せん断力係数（≧1.0 とする）

tR ：振動特性

rA ：ｒ層の層せん断力分布係数
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W ：塔頂部から当該層ｒまでの固定荷重

と積載荷重(短期雪荷重を含む)の和[kN] 
Z ：地震地域係数

Hr ：当該節の水平力

ア）鉄塔の振動特性係数（ tR ）

・鉄塔の一次固有周期( tT )、地盤周期( cT )から下式で求める。

tT ＜ cT の場合：   tR ＝0.8 

cT ≦ tT ＜２ cT の場合： tR ＝0.8・(1.0-0.2( tT / cT -1.0)2

２ cT ≦ tT の場合：  tR ＝1.28 cT / tT

・鉄塔の一次固有周期（ tT ）

     原則として精算で求めることにするが、精算によらない場合は下記の略式を用

いる。

tT ＝0.015・H sec（アングルトラス、パイプトラス、シリンダー構造）

tT ＝0.020・H sec（パイプラーメン構造）

・地盤周期  第１種地盤： 4.0cT [秒] 

 第２種地盤： 6.0cT [秒] 

 第３種地盤： 8.0cT [秒] 

イ）ｒ層の層せん断力分布係数（ rA ）

t

t
r

r
r T

TA 31
210.1  ……（2-3-6）式

  ここで、 r：ｒ階より上の部分の重量と総重量の比

      tT：鉄塔の一次固有周期 [秒]       【図 2―3―1 階と層の定義】

2-7

参考資料2-4 解体撤去対象の既存庁舎等に関する資料 9



ウ）地震地域係数（Ｚ）                    

・建築基準法施行令第 88 条１項に示す地域係数を用いる。 

なお、Ｚの数値は、平成 18 年度版設計要領 6.4.1 の表 6-7(地域係数)を用いる。

ｂ）建物屋上型鉄塔

・地震荷重は、（2-3-4）、（2-3-5）式により求めるが、鉄塔の振動特性係数( tR ) 

は局舎の特性を考慮して（2-3-7）式により算定する。 

・鉄塔の高さの定義は図 2-3-2 による。

【図 2－3―2 鉄塔の高さの定義】

ア）鉄塔の振動特性係数（ tR ）

21 ,max ttt RRR

   ここで、 1tR ：鉄塔の高さを H1とした場合の固有周期 T1から求めた振動特性

係数。

2tR ：鉄塔の高さを H2とした場合の固有周期 T2から求めた振動特性

係数。  

・鉄塔の一次固有周期（ tiT ）、局舎の一次固有周期（T ）から求める。

TTti ＜0.6 の場合 8.1tiR

0.6≦ TTti ＜0.8 の場合 TTR titi 3          

0.8≦ TTti ＜1.2 の場合 4.2tiR           

1.2≦ TTti ＜2.4 の場合 22.126.18.0 TTR titi

2.4≦ TTti  の場合 8.0tiR

……（2-3-7）式
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・局舎の一次固有周期（T ）

01.002.0hT  ………（2-3-8）式  

ここで、 h：局舎の高さ [m] 
：局舎の高さのうち鉄骨部分の高さの合計 hに対する比

４）風荷重

荷重の算定は、平成 18 年度版設計要領に準じて算定する。外力として風圧力(P)を

求め、水平の静的外力として鉄塔の各節点に作用させる。以下にその概要を示す。ま

た、風力係数、基準風速及び式中の諸定数は、平成 18 年度版設計要領 6.3.1 の表 6－

1～表 6－5 を参照する。 

風圧力は、下式より求める。ただし、暴風時においても通信機能を確保しなければ

ならないことを考慮して、 zq ≧ 22350 mN を満足することとする。

ACqP fz  ………（2-3-9）式

ここで、 P：風圧力 [N] 

zq ：当該部分の速度圧 [ 2mN ]

fC ：風力係数

A：受風面積 [ｍ２] 

：検討用補正係数 （＝1.42）

        再現基幹値 300 年の暴風の検討用として、まれな暴風(再現期間 50 年)

の風荷重に対し 1.42 倍の風荷重を採用する。

ａ）速度圧

速度圧は下式より求める。  

zz kqq ………（2-3-10）式 

2
06.0 VEq  ………（2-3-11）式

ここに、 q  ：鉄塔頂部の速度圧

zk ：当該部分の係数

0.1zk     ：H~が bz 以下の場合

2~HZk bz  ：H~が bz を超え、ｚが bz 以下の場合

2~HZk z   ：H~が bz を超え、ｚが bz を超える場合
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H~：鉄塔高さ（鉄塔頂部の地上からの高さ[m] 

bz ：地表面近くで風速を一定とする高さ[m] 

：平均風速の高さ方向の分布を示す係数

Z ：当該部分の地盤面からの高さ[m] 
E：当該建築物の屋根の高さ及び周辺の地域に存する建築物その他の
工作物、樹木その他の風速に影響を与えるものの情況に応じて国

土交通大臣が定める方法により算出した数値

fr GEE 2

rE ：平均風速の高さ方向の分布係数

Gbr ZZE 7.1  ：H~が bz 以下の場合

Gr ZHE ~7.1  ：H~が bz を超える場合

         fG ：ガスト影響係数

         0V ：基準風速 [ｍ/ｓ] 

ｂ）受風面積（見付面積）

風圧力を計算する際の受風面積は以下による。

ア）トラス構造の鉄塔又はラーメン構造の鉄塔の受風面積は、風向の如何にかか

わらず 0 度方向の垂直投影面積とする。

イ）シリンダー構造の鉄塔

     シリンダー構造の鉄塔受風面積は、傾斜を無視した垂直投影面積とする。

   ウ）アンテナ及び反射板面

アンテナ（平成 18 年度版設計要領 2.1.1 の表 2-1 参照）及び反射板面の受風

面積は、正面の面積とする。

ｃ）構成部材による具体的な風荷重の計算

塔体各部材・プラットホーム・アンテナのほか、はしご及びフィーダーラック等の

付属物の風荷重計算方法は、上記のとおりであるが、個別の計算方法対象他を以下に

示す。 

ア）塔体 （通信鉄塔設計要領・同解説 P-106 に準拠）  

風方向と風荷重の関係は、風方向によって異なる。風荷重の計算は、0°方向、

及び 45°方向について行う。受風面積は、線図より求められる投影面積を割り増

ししたもので行う。割り増し率は、継手部のプレート等を考慮したもので、部材

がアングルの場合は 10%とし、部材が鋼管の場合には 12%とする。（通信鉄塔設計

要領・同解説 P-59 より） 
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また、風向に平行な溝面及び塔体の内側の平面材及び裏材料は含まない。 

 【図 2-3-3 受風面積（斜線部）の説明】

イ）リング・プラットホーム・梯子等（通信鉄塔設計要領・同解説 P-106 に準拠）

これらについても、塔体と同じ方法で求める。これらの受風面積は、正面又は

側面の垂直投影面積の何れか大きい方とし、数値の根拠が無い場合は、低減は行

わない。また、フィーダーラックは、主桁及び横桁、フィーダー自身を受風面積

として風圧を求める。 

ウ）アンテナ （通信鉄塔設計要領・同解説 P-107 に準拠）  

風方向と風荷重（風力係数）の関係は、角度によって異なるため、塔体溝面に

対する取付方向（角度）を考慮する必要がある。 

アンテナが複数取付けられる場合は、各風向（一般に 45°間隔）で各アンテナ

に対する風力係数を求め、それぞれ荷重を算出し合成荷重とし計算を行う。風力

係数についての一例を図 2-3-4 と表 2-3-4 に示す。 

【図 2-3-4 風向とアンテナの取り付け角度】

h 

L 

L1° 

M 

90° 

135° 

180° 

225° 

270° 

315° 

①

②

③
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風荷重

a b 

c d 

a,b 節点の風荷重 

c,d 節点の風荷重 

【表 2-3-4 風向に対するアンテナ風力係数】

風向角度 

アンテナ 
0° 45° 90° 135° 180° 225° 270° 315° 

① 1.7 1.7 0.3 0.75 1.2 0.75 0.3 1.7 

② 1.7 1.7 1.7 0.3 0.75 1.2 0.75 0.3 

③ 0.3 0.75 1.2 0.75 0.3 1.7 1.7 1.7 

ｄ）節点風荷重の計算と作用点 （通信鉄塔設計要領・同解説 P-108 に準拠） 

ア）鉄塔本体、梯子、フィーダーラック等 

1 節点に作用する節点風荷重は次式による。 

（節点風荷重）＝ 1／8×（風荷重）………（2-3-12）式 

【図 2-3-5 塔体風荷重の節点荷重への置換】

イ）アンテナ、リング等 

１節点に作用する節点風荷重は次式による。 

（節点風荷重）＝ 1／8×（風荷重） 

【図 2-3-6 アンテナ等風荷重の節点荷重への置換】

下節 c,d,e,fの風荷重 

上節 a,b,c,d の風荷重 

c,d 節点の風荷重 

a b 

c d 

e f 
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２―３―２ 地上型鉄塔 

（１） 鉄塔の応力解析（フロー番号：⑥）

応力解析は、常時及び地震時と暴風時について、原則として弾性立体解析を行い、

そのうち応力度の大きい方を応力判定に用いるものとする。

１）荷重の組み合わせ

設計荷重の計算にあたっては、表 2-3-4 のとおり、各荷重を組み合わせて求める、

但し、地震荷重と風荷重の組み合わせはしない。

           

【表 2-3-5 荷重の組み合わせ】

設計荷重の種類
荷重について想定する

状態
荷重の組み合わせ 備考

長期の荷重 常時 G+P+0.7S
暴風時 G+P+0.5S+W

短期の荷重
地震時 G+P+0.5S+K

架渉線その他によ

る応力は実情に応

じて組み合わせる。

  この表の記号は次の荷重を表す。

G：固定荷重， P：積載荷重， S：雪荷重(北海道では、短期荷重で乗じる係数
は 0.5) 
W ：風荷重， K：地震荷重

２）鉄塔解析モデルについて

トラス構造においては、水平材、斜材、水平ブレースについては軸力のみを考慮し、

節点をピンとして扱う。ただし、柱材は節点を剛接合とし、曲げ及び軸力を考慮し、

柱脚部はトラス構造であっても剛接合とする。また、シリンダータイプの鉄塔は曲げ

せん断棒として解析する。

３）鉄塔の応力算出

ａ）解析方法

ア）静的な外力を鉄塔の各接点に作用させる。この時の外力は前項（2-3-1）

で求まる値とする。

イ）本検討書の計算においては、計算プログラム（任意形状立体フレーム応力解析 

プログラム：FAP-1）を用いた。 

ウ）地震力及び風力の作用する方向を考慮して加力方向を 0 度と 45 度方向の両方

とする。 

ｂ）算出する部材応力

ア）鉛直材、水平材、斜材、接合部、柱脚部の応力を算定する。
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（２）鉄塔の応力判定及び耐震判定（フロー番号：⑦）

鉄塔の応力判定は構成部材、構成部材の接続部、鉄塔の柱脚部について存在応力度

を検証し、耐震性の判定を行うものとする。

１）構成部材（鉛直材(主柱材)、水平材、斜材）

存在応力度がそれぞれの許容応力度以下であるかを検討する。

２）構成部材の接合部（ボルト）

構成部材の接合部に生じる存在応力度がそれぞれの許容応力度以下であるかどうか

を検討する。

３）鉄塔脚部

鉄塔の脚部に生じる存在応力がそれぞれの許容応力度以下であるどうかを検討する。

４）応力判定

応力判定は以下による。

ａ）構成部材

ア）鉛直材（主柱材）

組み合わせ応力を考慮して次式により判定する。

     [圧縮応力]

bbCCC ff ≦１   ………（2-3-13）式 

     C：平均圧縮応力度＝ AC [N/mm2]，Ｃ：圧縮力[N]， A：全断面積[mm2] 

     bC ：圧縮側曲げ応力度＝M／ZC， ZC：圧縮側断面係数[mm2]，

     bf ：許容曲げ応力度[N/mm2] （実際の計算では 235 を用いた。根拠は（鋼材

の曲げ長期許容応力度 157）×1.5＝235）

     

[引張応力]

bbttt fA ≦１   ………（2-3-14）式 

     t：平均圧引張応力度＝T／A [N/mm2]，T：引張力[N]， At有効断面積[mm2] 

     bt ：引張側曲げ応力度＝M／Zｔ， Zｔ：引張側断面係数[mm2] 
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イ）斜材と水平材

次式により判定する。

      [圧縮応力] 

      CfA cc ≧1.0  ………… （2-3-15）式 

      ここに、 cA ：部材の有効断面積[mm2]， cf ：許容圧縮応力度[Ｎ/mm2]， 

Ｃ：圧縮力[Ｎ] 

       [引張応力] 

       TfA tt ≧1.0  ………… （2-3-16）式 

      ここに、 tA ：部材の有効断面積[mm2]， tf ：許容引張応力度[Ｎ/mm2]， 

Ｔ：引張力[Ｎ] 

ｂ）接合部

ア）すべての接合部の存在応力度が許容応力度以下の場合は補強の必要はない。 

イ）存在応力度が許容応力度より大きく、しかも保有耐力接合になっていない接 

合部は補強する。 

２―３―３ 建物屋上型鉄塔

鉄塔に作用する地震荷重に、局舎の影響を考慮し、地上型鉄塔に準じて解析及び判

定を行うものとする。
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第３章 耐震診断の総括 

 各施設の診断結果は第４章以下に個別に纏めてあるが、本章では概要を一覧表の形で記述した。

３－１ 予備診断結果

   鉄塔あるいは反射板の耐震強度に影響を及ぼすような情況では無く、ﾎﾞﾙﾄの緩み等も発見

されなかった。

部材の錆びも小規模・部分的なものがあったが、強度に影響する状態ではない。

基礎のヒビ割れがあった（滝川河川事務所）。コンクリートの凍結融解が原因と想定されること

から、今後、補修計画を立てる必要があると判断される。

３－２ 高次診断結果 

 （１）鉄塔          表３－１ 診断結果の総括表

名  称 診 断 結 果 の 概 要 対 策 案

石狩川開発建設部 診断結果良（強度不足なし）

札幌河川事務所 診断結果良（強度不足なし）

岩見沢河川事務所 診断結果良（強度不足なし） 

江別河川事務所 診断結果良（強度不足なし） 

千歳川河川事務所 基礎ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄの強度不足が判明した。

建設時の構造計算書と図面でｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄに差異が

あり、実物も構造計算書より細いﾎﾞﾙﾄになって

いる事が原因。

建築物と一体化する対

策案を検討した。

しかし、図面上，４階

床部分でｼﾘﾝﾀﾞｰ塔体を

支持する形態になって

いる事から、建築物の

強度確認が出来ている

場合は、対策不要。

滝川河川事務所 診断結果良（強度不足なし）

北空知河川事業所 診断結果良（強度不足なし）

豊平峡ダム管理支所 診断結果良（強度不足なし）

定山渓ダム管理支所 主柱材で強度不足が発生する。

規準による積雪深が過大であるので、建築基準

法施行令第８６条第１項に基づく北海道内市町

村の垂直積雪量（北海道庁建築指導課による札

幌市南区：1.9m）に低減したにも拘わらず、主
柱材に強度不足が発生する。

1) EX ﾒﾀﾙを外して、積
雪荷重を軽減する。

2) 柱材内側に補強材を
追加する。

漁川ダム管理所 主柱材、斜材、水平材、基礎部材で強度不足が

発生する。

1)踊り場を取外して、積
雪荷重を軽減

2)部材取り替え、又は、
建て替え

桂沢ダム管理所 診断結果良（強度不足なし）

夕張シューパロダム総

合建設業所所

診断結果良（強度不足なし）

石狩放水路管理ｾﾝﾀｰ 診断結果良（強度不足なし）

砂川遊水地管理ｾﾝﾀｰ 基礎部のｱﾝｶｰﾝﾎﾞﾙﾄに強度不足が発生している。

地震荷重が変更になった事などの理由による。

基礎部分を補強する。

馬追山無線中継所（単

独）

主柱材２カ所のﾎﾞﾙﾄの強度不足が発生してい

る。

以前は部材接続部ﾎﾞﾙﾄ強度を２面せん断で計算

していたが、今回診断では１面せん断に訂正し

た事が原因である。

1)ﾎﾞﾙﾄの交換と
2)２面せん断の形へ変
更する。
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（２）反射板

名 称 診断結果の概要 対策案

定山渓反射板 診断結果良（強度不足なし）

桂沢反射板 診断結果良（強度不足なし）

山部反射板 診断結果良

【Ｈ16 年３月「多重無線回線調査業務」の中で実
施された反射板設計構造計算書が、「通信鉄塔設計

要領・同解説平成１５年度版」に基づいて適切に強

度検討がなされていると判断出来るため、今回は診

断を行わなかった。】

恵庭湖反射板 診断結果良（強度不足なし）

漁川反射板 診断結果良（強度不足なし）
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第４章 石狩川開発建設部通信用鉄塔の耐震診断 

４－１ 概要

（１） 局 名 ：建 設 札 幌    
（２） 施設名 ：札幌開発総合庁舎   
（３） 所在地 ：札幌市北 2条 19 丁目 

（４） 構造形式      
・鉄塔      
鉄塔の形状： 自立式山形鋼四角トラス構造 

鉄塔の高さ： 鉄塔高  58 m   根開き  8.5  m    

設置形態 ： 地上型      地上高 58.5  m  

搭載物  ：  表 4-2 に積載物（アンテナ類）を記載  

柱脚部  ：  アンカーボルト固定方式   

主要部材接合部 ：プレートによるボルト接合 

（５）鉄塔姿図： 図 4-1 示す。
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【 図 4-1 鉄塔姿図：石狩川開発建設部鉄塔（建設札幌） 】
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４－２ 予備診断

（１） 完成図書の収集・整備

本業務で収集した図書類を付録Ⅰに示す。

（２） 現地調査

現地調査結果を表 4-1 に示す。関連する現地写真を付録Ⅱに示す。

【 表 4-1 】 

地上鉄塔

ＧＬベース間寸法 490 リブプレート有無 有り 

根開き寸法 8500×8500 アンカーボルト寸法 W2 

基礎上部寸法 1000×1000 アンカーボルト本数 ７ 

ベースプレート寸法 700×700 アンカーボルト縁端距離 120 

ベースプレート厚さ 50 鉄骨構造 アングル 
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４－３ 高次診断

４－３－１ 診断にあたって

（１）診断基準および設計基準

 耐震基準及び強度計算は下記の基(規)準類に準拠した。
・通信用鉄塔・局舎耐震診断基準（案）・同解説 平成 18 年版 

・通信用鉄塔設計要領・同解説 平成 18 年版 

・建設基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説

・鋼構造設計基準

（２）使用プログラム

    

任意形状立体フレーム応力解析プログラム FAP－3

    株式会社 構造システム 製

                                  

４－３－２ 積載物一覧

アンテナを主にした積載物を表 4-2 に纏めた。

               【表 4-2 積載物一覧】

積  載  物 取付位置 高 さ 方 向 角

避 雷 針 × 1 塔      上 58.5 m － 

60M  HP × 1 塔      上 58.5 m － 

70M  3EL × 1 塔      上 58.5 m － 

照明ライト・風速計 塔      上 58.5 m － 

3mφパラボラアンテナ 

レドーム付き 
1 段リング 57.5 m 

279.5 度 

建設手稲向 

3mφパラボラアンテナ 

レドーム付き 
2 段リング 51.5 m 

1.2 度 

建設石狩向 

3mφパラボラアンテナ 

レドーム付き 
3 段リング 51.5 m 

179.7 度 

建設藻岩向 
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４－３－３ 使用材料一覧 

    

（１）鋼材の長期許容応力度   （板厚 40mm 以下） 

             

              【 表 4-3 鋼材の長期許容応力度 】      単位[N/mm2]

応力の種類

引張 圧縮 曲げ せん断 支圧鋼材

ft fc fd fs fp 

SN400 157 157 157 91 294 

SS400 

SM400 

STK400 

STKN400 

157 157 157 91 294 

SS490 183 183 183 106 344 

SN490 

SM490 

STK490 

STKN490 

217 217 217 125 406 

SS540 250 250 250 144 469 

SM520 237 237 237 137 444 

★は本鉄塔で使用している材料を示す。

  短期応力に対する許容応力度は上表の 1.5 倍とする。

（２）接合用ボルトの長期許容応力度 

               

            【 表 4-4 接合用ボルトの長期許容応力度 】    単位[N/mm2] 

接合の種類 基準値 引張接合 せん断接合 

引張 せん断 支圧      応力の種類 

ボルトの種類 
Ｆ 

ft fs fp 

F8T 640 250 120 － 高力ボルト 

F10T 900 310 150 － 

4.6 

4.8 
240 160 160 3

5.6 

5.8 
300 200 200 3

6.8 ★ 420 280 280 3

接合される鋼

材の1.25F以下 
普通ボルト 

9.8 ★  420 242 792 

★は本鉄塔で使用している材料を示す。

  長期応力に対する許容応力度は上表の 1.5 倍とする
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（３）接合用ボルトの断面積寸法 

【 表 4-5 接合用ボルトの断面寸法 】

ﾎﾞﾙﾄの呼び 
有効径  

[mm] 

谷の径   

[mm] 

支圧対象径  

[mm] 

引張対象 

断面積   

[㎜ 2] 

せん断対象 

断面積   

[㎜ 2] 

M  16 14.701 13.835 14.1 157 157 

M  20 18.376 17.294 17.7 245 245 

M  22 20.376 19.294 19.7 303 303 

M  24 22.051 20.752 21.2 353 353 

M  30 27.727 26.211 26.7 561 561 

M  36 33.402 31.670  32.2 817 817 

M  42 39.077 37.129 37.8 1120 1120 

４－３－４ 荷重計算 

計算プログラム FAP-3 の入力データとなる各種荷重計算結果を以下に記す。

（１）鉛直荷重 

計算方法は第 2章、2-3-1 の（1）に記述してあるが、ここでは、具体的な計算結果だけ

を纏めた。

１）積載荷重 

積載物は表 4-2 に示したものであり、これらの計算結果を表 4-6 に纏めた。

２）雪荷重 

     
雪荷重は第 2章の（2-3-1）、（2-3-2）式より求めるが、こではこの式で用いる係数と積

雪深の計算結果を以下に記し、雪荷重計算結果は表 4-7 に示した。  

α  ：  札幌市 0.0095  

β  ：  札幌市 0.37  

γ  ：   札幌市 1.4  

LS    ：  区域の標準的な標高 （ｍ） 16.9 

rs     ：   区域の標準的な海率  ( 区域に応じてＲ欄に揚げる半径 40 ㎞円の面積に対 

する当該円内の海その他 これに類する物の面積の割合） 20%

故に d ＝  0.0095×16.9＋0.37×0.2+1.4 

   ＝   1.635 [m ] 
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３）節点鉛直荷重の総計 

上の 1）及び 2）項で求めた荷重を基に、鉄塔の各節点に架かる鉛直荷重を総計して纏め

たのが表 4-8 である。
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【 表 4-6 積載荷重計算結果一覧 】 

アンテナ自重 架台自重 合計重量 ﾘﾝｸﾞ半径 荷重点 荷重点距離 ﾓ-ﾒﾝﾄ荷重 水平材長 対角 偏心ﾓ-ﾒﾝﾄ荷重 
リング位置 節名 

柱 

番号 
積載物 

[N] [N] W [N] [mm] [mm] L1[N] M=W×L1[N・mm] [ mm ] L2[ mm ] Q=M/(2×L2) 

1 段リング T 14 PB 3R 2450 4415 6865 2000 1300 3300 22654500 2000 2000 5664 

34 PB 3R 2450 4415 6865 2000 1300 3300 22654500 2000 2000 5664 

12 PB 3R 2450 4415 6865 2000 1300 3300 22654500 2000 2000 5664 ２段リング Q 

                    

1 段ﾘﾝｸﾞ PB自重    節点＝Ｔ 2 段ﾘﾝｸﾞ PB自重    節点＝Ｑ 

   
荷重柱番号 PB 3R-1 

PB 

3R-2 

PB 

3R-3 
合 計 

偏心ﾓ-ﾒﾝﾄ荷重 

一脚[N]    
荷重柱番号 PB 3R-1 PB 3R-2 PB 3R-3 合 計 

偏心ﾓ-ﾒﾝﾄ荷重 

一脚[N] 

1 5664     5664      1 -5664 5664   0.0 0.0 

2 -5664     -5664      2 -5664 5664   0.0 0.0 

3 -5664     -5664      3 5664 -5664   0.0 0.0 

4 5664     5664      4 5664 -5664   0.0 0.0 

最大荷重       5664 2832    最大荷重   0.0 0.0 

付帯設備重量        節点＝Ｔ      

荷重柱番号 節 積載物 アンテナ自重[N] １脚重量[N] 

1234 T 避雷針 600 150 

1234 T 60 HP 275 69 

1234 T 60 3EL 353 88 

1234 T 照明・風速計 300 75 

合 計     382 
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【 表 4-7 雪荷重計算結果 】

節 点 面 積 
d 

[ m ] 

ρ 

[KN/㎡/m] 

S 

[ N ] 

S/4 

長期[ N ] 

S/4 

短期[ N ] 

T         

S 11.690  1.635 3 57000 9975  7125 

R         

Q         

P 11.690  1.635 3 57000 9975  7125 

O         

N         

M 2.530  1.635 3 12000 2100  1500 

L         

K 1.620  1.635 3 8000 1400  1000 

J         

I 1.620  1.635 3 8000 1400  1000 

H         

G 1.620  1.635 3 8000 1400  1000 

F         

E 1.620  1.635 3 8000 1400  1000 

D         

C 1.620  1.635 3 8000 1400  1000 

B         

A       

            

4-9

参考資料2-4 解体撤去対象の既存庁舎等に関する資料 9



【 表 4-8 節点鉛直荷重の総計 】一脚当たりの荷重

節 

点 

鉄塔 

自重 

[N] 

ﾗｯｸ・

梯子

自重 

[N] 

ﾘﾝｸﾞ

自重 

[N] 

ｱﾝﾃﾅ

自重 

[N] 

付帯

自重 

[N] 

偏心 

ﾓ-ﾒﾝﾄ 

荷重 

[N・㎜] 

雪荷重 

長期 

[N・㎡] 

雪荷重

短期 

[N・㎡] 

節点鉛

直荷重 

[N] 

偏芯鉛直

荷重長期 

[N] 

偏芯鉛直 

荷重短期 

L1[N] 

T 1,405  255  4,467  1,716  382 2,832     8,225  11,057 11,057 

S 1,601  255          9,975 7,125 8,981  11,831 8,981 

R 1,270  255              1,525  1,525 1,525 

Q 1,545  268  4,467  3,433          9,713  9,713 9,713 

P 2,271  294          9,975 7,125 9,690  12,540 9,690 

O 2,042  305              2,347  2,347 2,347 

N 2,450  336              2,786  2,786 2,786 

M 3,289  367          2,100 1,500 5,156  5,756 5,156 

L 3,405  460              3,865  3,865 3,865 

K 4,050  462          1,400 1,000 5,512  5,912 5,512 

J 3,951  462              4,413  4,413 4,413 

I 5,310  567          1,400 1,000 6,877  7,277 6,877 

H 5,825  567              6,392  6,392 6,392 

G 6,664  566          1,400 1,000 8,230  8,630 8,230 

F 8,400  657              9,057  9,057 9,057 

E 9,688  659          1,400 1,000 11,347  11,747 11,347 

D 10,732  659              11,391  11,391 11,391 

C 13,133  742          1,400 1,000 14,875  15,275 16,275 

B 16,357  929              17,286  17,286 17,286 
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（２） 地震荷重 

地震荷重は、第 2章、2-3-1（2）「地震荷重と風荷重」に説明している（2-3-4）及び（2-3-5）

式を基に求めるが、ここでは、 計算結果だけを表 4-9 と表 4-10 に纏めた。表 4-9 は途

中計算の層せん断分布係数を求めたもので、表 4-10 は各接点に働く地震荷重（水平荷重）

を計算したものである。 

【 表 4-9  層せん断力分布係数計算結果 】 

節 

鉛直荷重 

Ｗ 

[N] 

累計重量 

ΣＷ 

[N] 
r

r
r

1

t

t

T
T
31

2
t

t
r

r
r T

TA
31

211

T 8225  8225  0.056 4.170 0.482 3.010  

S 8981  17206  0.117 2.807 0.482 2.353  

R 1525  18731  0.127 2.679 0.482 2.291  

Q 9713  28444  0.193 2.083 0.482 2.004  

P 9690  38134  0.258 1.711 0.482 1.825  

O 2347  40481  0.274 1.636 0.482 1.789  

N 2786  43267  0.293 1.554 0.482 1.749  

M 5156  48423  0.328 1.418 0.482 1.683  

L 3865  52288  0.354 1.327 0.482 1.640  

K 5512  57800  0.391 1.208 0.482 1.582  

J 4413  62213  0.421 1.120 0.482 1.540  

I 6877  69090  0.468 0.994 0.482 1.479  

H 6392  75482  0.511 0.888 0.482 1.428  

G 8230  83712  0.567 0.761 0.482 1.367  

F 9057  92769  0.628 0.634 0.482 1.306  

E 11347  104116  0.705 0.486 0.482 1.234  

D 11391  115507  0.782 0.349 0.482 1.168  

C 14875  130382  0.883 0.181 0.482 1.087  

B 17286  147668  1.000   0.482 1.000  

A           
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【 表 4-10 各節点毎の地震荷重に基づく水平力の計算結果 】 

節 
節間高さ 

hr (ｍ) 

r 層の層せん 

断力分布係数 

Ar

r 層以上の 

建物重量 

ΣＷ 

r 層の層せ

ん断力 

rQ [N] 

当該節の 

0゜水平力 

rH  [N] 

当該節の 

45゜水平力 

rH [N] 
Mr

[Nm] 

T 2.00  3.010  8,225 17,157 17,157  12,130    

S 2.00  2.353  17,206 28,057 10,900  7,706  34,314 

R 2.00  2.291  18,731 29,739 1,682  1,189  90,428 

Q 2.00  2.004  28,444 39,502 9,763  6,902  149,906 

P 2.20  1.825  38,134 48,229 8,727  6,170  228,910 

O 2.30  1.789  40,481 50,187 1,958  1,384  335,014 

N 2.50  1.749  43,267 52,442 2,255  1,594  450,444 

M 2.50  1.683  48,423 56,477 4,035  2,853  581,549 

L 3.00  1.640  52,288 59,426 2,949  2,085  722,742 

K 3.00  1.582  57,800 63,368 3,942  2,787  901,020 

J 3.00  1.540  62,213 66,395 3,027  2,140  1,091,124 

I 3.50  1.479  69,090 70,814 4,419  3,124  1,290,309 

H 3.50  1.428  75,482 74,697 3,883  2,745  1,538,158 

G 3.50  1.367  83,712 79,303 4,606  3,256  1,799,598 

F 4.00  1.306  92,769 83,961 4,658  3,293  2,077,159 

E 4.00  1.234  104,116 89,036 5,075  3,588  2,413,003 

D 4.00  1.168  115,507 93,494 4,458  3,152  2,769,147 

C 4.00  1.087  130,382 98,216 4,722  3,338  3,143,123 

B 5.00  1.000  147,668 102,334 4,118  2,911  3,535,987 

（３）風荷重  

風荷重は、第 2章、2-3-1（2）「地震荷重と風荷重」の風荷重の項に記述している（2-3-9）

～（2-3-11）式に基づいて求めるが、ここでは、 計算結果だけをを表 4-11～表 4-22 に

纏めた。 

なお、積載物と付帯設備の受風面積の計算、及び、風向によるパラボラアンテナのねじ

れ力等も表として示した。 
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１）塔体速度圧

【 表 4-11 塔体速度圧の計算結果 】

節点 
節高

Z[m] 
Gf E q kz qz 

P  

[N/m2] 

T 58.5 2.10 2.68 1647 1.00 1647 2350 

S 56.5 2.10 2.68 1647 0.99 1631 2350 

R 54.5 2.10 2.68 1647 0.97 1598 2350 

Q 52.5 2.10 2.68 1647 0.96 1581 2350 

P 50.5 2.10 2.68 1647 0.94 1548 2350 

O 48.3  2.10 2.68 1647 0.93 1532 2350 

N 46.0  2.10 2.68 1647 0.91 1499 2350 

M 43.5  2.10 2.68 1647 0.89 1466 2350 

L 41.0  2.10 2.68 1647 0.87 1433 2350 

K 38.0  2.13 2.72 1671 0.84 1404 2350 

J 35.0  2.17 2.77 1702 0.81 1379 2350 

I 32.0  2.21 2.82 1733 0.79 1369 2350 

H 28.5  2.25 2.88 1769 0.75 1327 2350 

G 25.0  2.30 2.94 1806 0.71 1282 2350 

F 21.5  2.35 3 1843 0.67 1235 2350 

E 17.5  2.40 3.06 1880 0.62 1166 2350 

D 13.5  2.45 3.13 1923 0.56 1077 2350 

C 9.5  2.50 3.19 1960 0.48 941 2350 

B 5.5  2.50 3.19 1960 0.39 764 2350 

ただし、Zb：5[m]，ZG：450[m]，α：0.2，Er：1.13，V0：32，β：1.42 である。 

２）アンテナ速度圧 

【 表 4-12 アンテナ速度圧の計算結果 】

取付位置 
節高

Z[m] 
Gf E q kz qz 

P  

[N/m2] 

塔 頂 58.5 2.10 2.68 1647 1.00 1647 2350 

1 段リング 57.5 2.10 2.68 1647 0.99 1631 2350 

2 段リング 51.5 2.10 2.68 1647 0.95 1565 2350 

ただし、Zb：5[m]，ZG：450[m]，α：0.2，Er：1.13，V0：32，β：1.42 である。 
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３）塔体風圧力 

【 表 4-13 塔体風圧力計算結果 】

節間 A 0 A0 0 Cf0 A 45 A45 45 Cf45 qz P0 P45 P0 4 P45 4

S ～ T 1.136  4.00 0.28  3.02  1.60 5.64 0.28 2.40 2350 8062 6407 2016 1602 

R ～ S 1.136  4.00 0.28  3.02  1.60 5.64 0.28 2.40 2350 8062 6407 2016 1602 

Q ～ R 1.202  4.00 0.30  2.96  1.69 5.64 0.30 2.36 2350 8361 6666 2090 1667 

P ～ Q 1.317  4.00 0.33  2.86  1.86 5.64 0.33 2.29 2350 8852 7087 2213 1772 

O ～ P 1.607  4.72 0.34  2.83  2.27 6.65 0.34 2.27 2350 10687 8573 2672 2143 

N ～ O 1.653  5.60 0.30  2.96  2.33 7.90 0.30 2.36 2350 11498 9168 2875 2292 

M ～ N 1.950  6.87 0.28  3.02  2.75 9.68 0.28 2.40 2350 13839 10998 3460 2750 

L ～ M 2.003  7.68 0.26  3.09  2.82 10.83 0.26 2.45 2350 14545 11532 3636 2883 

K ～ L 2.401  10.29 0.23  3.18  3.39 14.51 0.23 2.51 2350 17943 14162 4486 3541 

J ～ K 2.506  11.46 0.22  3.22  3.53 16.16 0.22 2.54 2350 18963 14958 4741 3740 

I ～ J 2.578  12.63 0.20  3.28  3.63 17.81 0.20 2.58 2350 19871 15630 4968 3908 

H ～ I 3.053  16.21 0.19  3.31  4.30 22.86 0.19 2.60 2350 23748 18654 5937 4664 

G ～ H 3.461  17.81 0.19  3.31  4.88 25.11 0.19 2.60 2350 26921 21147 6730 5287 

F ～ G 3.562  19.40 0.18  3.34  5.02 27.35 0.18 2.62 2350 27958 21931 6990 5483 

E ～ F 4.166  24.12 0.17  3.38  5.87 34.01 0.17 2.65 2350 33091 25944 8273 6486 

D ～ E 4.620  26.20 0.18  3.34  6.51 36.94 0.18 2.62 2350 36262 28445 9066 7111 

C ～ D 4.772  28.28 0.17  3.38  6.73 39.87 0.17 2.65 2350 37904 29718 9476 7430 

B ～ C 5.305  30.36 0.17  3.38  7.48 42.81 0.17 2.65 2350 42138 33037 10535 8259 

A ～ B 6.836  40.88 0.17  3.38  9.64 57.63 0.17 2.65 2350 54298 42571 13575 10643 
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４）ラダー風圧力 

【 表 4-14 ラダー風圧力計算結果 】

節間 A A0 Cf qz P P 4

S ～ T 0.60  1.40  0.43 1.74 2350  2457 614 

R ～ S 0.60  1.40  0.43 1.74 2350  2457 614 

Q ～ R 0.60  1.40  0.43 1.74 2350  2457 614 

P ～ Q 0.79  1.40  0.57 1.62 2350  3019 755 

O ～ P 0.86  1.54  0.56 1.63 2350  3301 825 

N ～ O 0.90  1.61  0.56 1.63 2350  3433 858 

M ～ N 1.00  1.75  0.57 1.62 2350  3807 952 

L ～ M 1.00  1.75  0.57 1.62 2350  3807 952 

K ～ L 1.21  2.10  0.58 1.62 2350  4622 1156 

J ～ K 1.21  2.10  0.58 1.62 2350  4622 1156 

I ～ J 1.21  2.10  0.58 1.62 2350  4622 1156 

H ～ I 1.43  2.45  0.58 1.62 2350  5450 1363 

G ～ H 1.43  2.45  0.58 1.62 2350  5450 1363 

F ～ G 1.43  2.45  0.58 1.62 2350  5450 1363 

E ～ F 1.65  2.80  0.59 1.61 2350  6239 1560 

D ～ E 1.65  2.80  0.59 1.61 2350  6239 1560 

C ～ D 1.65  2.80  0.59 1.61 2350  6239 1560 

B ～ C 1.65  2.80  0.59 1.61 2350  6239 1560 

A ～ B 2.04  3.50  0.58 1.62 2350  7761 1940 
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５）昇降用梯子風圧力 

【 表 4-15 昇降用梯子風圧力計算結果 】

節間 A A0 Cf qz P P 4

S ～ T 0.283  0.90  0.31 1.83 2350  1216 304 

R ～ S 0.283  0.90  0.31 1.83 2350  1216 304 

Q ～ R 0.283  0.90  0.31 1.83 2350  1216 304 

P ～ Q 0.283  0.90  0.31 1.83 2350  1216 304 

O ～ P 0.315  0.99  0.32 1.82 2350  1349 337 

N ～ O 0.327  1.04  0.32 1.82 2350  1400 350 

M ～ N 0.351  1.13  0.31 1.83 2350  1511 378 

L ～ M 0.399  1.17  0.34 1.81 2350  1697 424 

K ～ L 0.475  1.35  0.35 1.80 2350  2011 503 

J ～ K 0.480  1.35  0.36 1.79 2350  2017 504 

I ～ J 0.480  1.35  0.36 1.79 2350  2017 504 

H ～ I 0.633  1.58  0.40 1.76 2350  2616 654 

G ～ H 0.633  1.58  0.40 1.76 2350  2617 654 

F ～ G 0.629  1.58  0.40 1.76 2350  2603 651 

E ～ F 0.737  1.80  0.41 1.75 2350  3033 758 

D ～ E 0.746  1.80  0.41 1.75 2350  3068 767 

C ～ D 0.746  1.80  0.41 1.75 2350  3068 767 

B ～ C 0.785  1.80  0.44 1.73 2350  3192 798 

A ～ B 1.121  2.25  0.50 1.68 2350  4424 1106 

６）踏替用踊場風圧力（手すり） 

【 表 4-16 踏替用踊場風圧力計算結果 】

節間 A A0 Cf qz P P 4

L ～ M 0.725  2.04 0.36 1.79 2350 3050 763 

J ～ K 0.636  1.80 0.35 1.80 2350 2690 673 

H ～ I 0.636  1.80 0.35 1.80 2350 2690 673 

F ～ G 0.636  1.80 0.35 1.80 2350 2690 673 

D ～ E 0.636  1.80 0.35 1.80 2350 2690 673 

B ～ C 0.636  1.80 0.35 1.80 2350 2690 673 
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７）リング風圧力 

【 表 4-17 リング風圧力計算結果 】

節間 A A0 Cf qz P P 4 節記号 P 4 2

Ｔ 2595 
1段ﾘﾝｸﾞ 3.506  8.0  0.438 2.52 2350 20763 5191  

Ｓ 2595 

Ｑ 2595 
2段ﾘﾝｸﾞ 3.506  8.0  0.438 2.52 2350 20763 5191  

Ｐ 2595 

８）付帯設備風圧力 

【 表 4-18 付帯設備風圧力計算結果 】

節 付帯設備 AT Cf qz P P 4

避雷針×1 0.6 0.9 2,350 1,269  317 

60 HP×1 0.2 0.9 2,350 423  106 

60 3EL×1 0.4 0.9 2,350 846  212 

照明・風速計 0.1 0.9 2,350 212  53 

Ｔ 

      

計      688 
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９）風方向によるパラボラアンテナの風圧力 

【 表 4-19 パラボラアンテナの風圧力の計算結果 】

建 設 札幌 ０度 ４５度 

局  名 
空中線種類 取付角度 計算角度 係数(cf) 

風圧力 

(P) 
計算角度 係数(cf) 

風圧力 

(P) 

1 段ﾘﾝｸﾞ PB 3R 279.5 279.5 0.3 5386 324.5 1.4 25136 

PB 3R 1.2 1.2 1.4 25136 46.2 1.4 25136 
2 段ﾘﾝｸﾞ 

PB 3R 179.7 179.7 1.2 21545 224.7 0.75 13466 

         

建 設 札幌 ９０度 １３５度 

局  名 
空中線種類 取付角度 計算角度 係数(cf) 

風圧力 

(P) 
計算角度 係数(cf) 

風圧力 

(P) 

1 段ﾘﾝｸﾞ PB 3R 279.5 9.5 1.4 25136 54.5 1.4 25136 

PB 3R 1.2 91.2 0.3 5386 136.2 0.75 13466 
2 段ﾘﾝｸﾞ 

PB 3R 179.7 269.7 0.3 5386 314.7 1.4 25136 

         

建 設 札幌 １８０度 ２２５度 

局  名 
空中線種類 取付角度 計算角度 係数(cf) 

風圧力 

(P) 
計算角度 係数(cf) 

風圧力 

(P) 

1 段ﾘﾝｸﾞ PB 3R 279.5 99.5 0.3 25307 144.5 0.75 13466 

PB 3R 1.2 181.2 1.2 21545 226.2 0.75 13466 
2 段ﾘﾝｸﾞ 

PB 3R 179.7 359.7 1.2 25136 44.7 1.4 25136 

         

建 設 札幌 ２７０度 ３１５度 

局  名 
空中線種類 取付角度 計算角度 係数(cf) 

風圧力 

(P) 
計算角度 係数(cf) 

風圧力 

(P) 

1 段ﾘﾝｸﾞ PB 3R 279.5 99.5 1.2 21545 234.5 0.75 13466 

PB 3R 1.2 181.2 0.3 5386 316.2 1.4 25136 
2 段ﾘﾝｸﾞ 

PB 3R 179.7 359.7 0.3 10772 134.7 0.75 13466 
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１０）風方向によるパラボラアンテナのねじれ力 

【 表 4-20 風向によるパラボラアンテナのねじれ力計算結果 】

建 設 札幌 ０度 ４５度 
局  

名 空中線種類 取付角度 
計算

角度 

風圧力 

(Ｐ) 
モーメント ねじれ力 

計算

角度 

風圧力 

(Ｐ) 
モーメント ねじれ力 

1段 

ﾘﾝｸﾞ 
PB 3R 279.7 279.7 5386 -17530043 -4383 324.5 25136 -48168613 -12042 

PB 3R 1.2 1.2 25136 1737149 434 46.2 25136 59869145 14967 2 段 

ﾘﾝｸﾞ PB 3R 179.7 179.7 21545 372269 93 224.7 13466 -31257313 -7814 

         

建 設 札幌 ９０度 １３５度 
局  

名 空中線種類 取付角度 
計算

角度 

風圧力 

(Ｐ) 
モーメント ねじれ力 

計算

角度 

風圧力 

(Ｐ) 
モーメント ねじれ力 

1段 

ﾘﾝｸﾞ 
PB 3R 279.7 9.5 25136 67529905 3423 54.5 25136 67529905 16882 

PB 3R 1.2 91.2 13466 30757320 4442 136.2 13466 30757320 7689 2 段 

ﾘﾝｸﾞ PB 3R 179.7 269.7 25136 -58959963 -4443 314.7 25136 -58959963 -14740 

         

建 設 札幌 １８０度 ２２５度 
局  

名 空中線種類 取付角度 
計算

角度 

風圧力 

(Ｐ) 
モーメント ねじれ力 

計算

角度 

風圧力 

(Ｐ) 
モーメント ねじれ力 

1段 

ﾘﾝｸﾞ 
PB 3R 279.7 99.5 5386 17530043 4383 144.5 13466 25805162 6451 

PB 3R 1.2 181.2 21545 -1488975 -372 226.2 13466 -32073437 -8018 2 段 

ﾘﾝｸﾞ PB 3R 179.7 359.7 25136 -434317 -109 44.7 25136 58345747 14586 

         

建 設 札幌 ２７０度 ３１５度 
局  

名 空中線種類 取付角度 
計算

角度 

風圧力 

(Ｐ) 
モーメント ねじれ力 

計算

角度 

風圧力 

(Ｐ) 
モーメント ねじれ力 

1段 

ﾘﾝｸﾞ 
PB 3R 279.7 189.5 21545 -11734637 -2934 234.5 13466 -36177503 -9044 

PB 3R 1.2 271.2 5386 -17769902 -4442 316.2 25136 -57412446 -14353 2 段 

ﾘﾝｸﾞ PB 3R 179.7 89.7 5386 17773556 4443 134.7 13466 31586365 7897 
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１１） 節点風圧荷重の取り纏め一覧

 鉄塔各節点に加わる風圧荷重の総和を求めると表 4-21 のように纏まる。

【 表 4-21 各節点毎の風圧力の纏め 】 

塔体 

風圧力 

一脚 

[N] 

ラダ－ 

風圧力 

一脚 

[N] 

梯子 

風圧力

一脚 

[N] 

踊場 

風圧力 

一脚 

[N] 

リング 

風圧力 

一脚 

[N] 

アンテナ 

風圧力 

一脚 

[N] 

付帯 

風圧力 

一脚 

[N] 

塔体 

風圧力 

一脚  

[N] 

節 

点 

０度 
４５

度 

０度 

４５度 

０度 

４５度 

０度 

４５度 

０度 

４５度 
０度 

４５

度 

０度 

４５度 

０度 

 L2 

４５度 

L3 

T 1008 801 307 152   2595 673 3142 688 5423 7685 

S 2016 1602 614 304   2595 673 3142   6202 8257 

R 2053 1635 614 304           2971 2553 

Q 2152 1720 685 304   2595 5835 4825   11571 10129 

P 2443 1958 790 321   2595 5835 4825   11984 10489 

O 2774 2218 842 344           3960 3404 

N 3168 2521 905 364           4437 3790 

M 3548 2817 952 401 763         5664 4933 

L 4061 3212 1054 464           5579 4730 

K 4614 3641 1156 504 673         6947 5974 

J 4855 3824 1156 504           6515 5484 

I 5453 4286 1260 579 673         7965 6798 

H 6334 4976 1363 654           8351 6993 

G 6860 5385 1363 653 673         9549 8074 

F 7632 5985 1462 705           9799 8152 

E 8670 6799 1560 763 673         11666 9795 

D 9271 7271 1560 767           11598 9598 

C 10006 7845 1560 783 673         13022 10861 

B 12055 9451 1750 952           14757 12153 

A 6788 5322 970 553           8311 6845 
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４－３－５ 応力解析 

前項に纏めた荷重を基に、任意形状立体フレーム応力解析プログラム「ＦＡＰ－３」を

利用して応力解析を行った。 以下に結果を順を追って記述する。 

（１） 各荷重における部材最大応力 

１） 主柱材応力  

【 表 4-22 主柱材の最大応力 】 

鉛直応力  COMB1 鉛直＋風０度  COMB2 鉛直＋風４５度  COMB3 
節  間 柱  材 

圧縮 引張 圧縮 引張 圧縮 引張 

S ～ T L100×10 11,057    21,975   33,019  10,905 

R ～ S L100×10 20,038    54,064 13,988 86,989  46,913 

Q ～ R L130×9 21,563    84,952 41,826 141,240  98,113 

P ～ Q L130×9 31,276    146,634 84,082 231,704  169,152 

O～ P L150×12 41,138    216,201 133,925 324,574  242,299 

N ～ O L150×12 43,496    273,498 186,506 401,938  314,945 

M～ N L175×12 46,293    330,801 238,214 477,995  385,408 

L ～ M L175×12 51,471    388,511 285,569 552,838  449,897 

K ～ L L175×15 55,353    452,128 341,423 634,810  524,105 

J ～ K L175×15 60,887    516,187 394,412 715,951  594,176 

I ～ J L175×15 65,319    577,963 447,324 793,614  662,975 

H ～ I L175×15 72,225    651,186 506,735 884,432  739,982 

G ～ H L200×15 78,644    723,960 566,672 973,988  816,700 

F ～ G L200×15 86,909    799,476 625,658 1,065,900  892,082 

E ～ F L200×20 96,003    886,390 694,384 1,171,020  979,013 

D ～ E L200×20 107,403    977,239 762,434 1,279,858  1,065,053 

C ～ D L200×25 118,829    1,069,582 831,923 1,389,913  1,152,255 

B ～ C L200×25 116,381    1,082,402 849,639 1,398,134  1,165,371 

A ～ B L200×25 133,800    1,100,366 832,766 1,416,259  1,148,659 

主柱材の続き

鉛直＋地震０度  COMB4 鉛直＋地震４５度  COMB5 最大応力 
節  間 柱  材 

圧縮 引張 圧縮 引張 圧縮 引張 

S ～ T L100×10 51,263 29,149 59,758 37,644  59,758  37,644 

R ～ S L100×10 124,929 84,854 147,625 107,549  147,625  107,549 

Q ～ R L130×9 199,959 156,834 233,425 190,299  233,425  190,299 

P ～ Q L130×9 296,772 234,218 354,114 291,562  354,114  291,562 

O～ P L150×12 377,683 295,408 456,651 374,376  456,651  374,376 

N ～ O L150×12 442,243 355,248 537,623 450,631  537,623  450,631 

M～ N L175×12 502,260 409,672 613,029 520,442  613,029  520,442 

L ～ M L175×12 558,615 455,676 685,311 582,370  685,311  582,370 

K ～ L L175×15 617,362 506,655 760,624 649,919  760,624  649,919 

J ～ K L175×15 672,471 550,696 832,024 710,249  832,024  710,249 

I ～ J L175×15 722,570 591,930 896,864 766,226  896,864  766,226 

H ～ I L175×15 778,705 634,255 970,405 825,955  970,405  825,955 

G ～ H L200×15 831,708 674,419 1,039,733 882,445  1,039,733  882,445 

F ～ G L200×15 884,321 710,504 1,108,653 934,834  1,108,653  934,834 

E ～ F L200×20 942,501 750,494 1,185,098 993,092  1,185,098  993,092 

D ～ E L200×20 1,001,063 786,259 1,261,729 1,046,923  1,279,858  1,065,053 

C ～ D L200×25 1,058,256 820,596 1,336,257 1,098,599  1,389,913  1,152,255 

B ～ C L200×25 1,035,038 802,273 1,310,477 1,077,714  1,398,134  1,165,371 

A ～ B L200×25 1,052,914 785,312 1,328,494 1,060,894  1,416,259  1,148,659 
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２） 斜材応力    

【 表 4-23 斜材の最大応力 】

鉛直応力  COMB1 鉛直＋風０度  COMB2 鉛直＋風４５度 COMB3 
節  間 柱  材 

圧縮 引張 圧縮 引張 圧縮 引張 

S ～ T L65×6     14,673 14,673 17,366  17,366 

R ～ S L65×6     30,715 30,716 35,209  35,209 

Q ～ R L65×6     37,729 37,729 39,632  39,632 

P ～ Q L75×6     62,738 62,738 58,824  58,824 

O～ P L90×7     69,030 69,030 61,436  61,436 

N ～ O L90×7     64,581 64,581 55,269  55,268 

M～ N L90×7     64,124 64,124 52,733  52,733 

L ～ M L90×7     63,039 63,039 49,767  49,767 

K ～ L L90×7     69,951 69,951 53,247  53,247 

J ～ K L90×7     70,076 70,076 51,525  51,525 

I ～ J L90×7     70,423 70,423 50,296  50,296 

H ～ I L90×7     79,624 79,624 55,405  55,405 

G ～ H L100×7     81,869 81,869 55,609  55,608 

F ～ G L100×7     85,294 85,294 56,789  56,789 

E ～ F L100×10     96,773 96,773 63,277  63,277 

D ～ E L100×10     101,659 101,659 65,452  65,452 

C ～ D L100×10     106,835 106,835 67,876  67,876 

B ～ C L130×12 12,690    130,115 104,737 150,049  124,670 

A ～ B L130×12 12,282    149,779 123,692 159,089  134,524 

斜材応力の続き

鉛直＋地震０度COMB4 鉛直＋地震４５度COMB5 最大応力 
節  間 柱  材 

圧縮 引張 圧縮 引張 圧縮 引張 

S ～ T L65×6 48,056 48,057 27,224 27,224 48,056  48,057 

R ～ S L65×6 76,939 76,939 44,099 44,099 76,939  76,939 

Q ～ R L65×6 89,498 89,499 47,111 47,111 89,498  89,499 

P ～ Q L75×6 103,053 103,053 62,038 62,038 103,053  103,053 

O～ P L90×7 81,087 81,086 50,046 50,046 81,087  81,086 

N ～ O L90×7 75,957 75,958 43,759 43,759 75,957  75,958 

M～ N L90×7 69,296 69,296 40,771 40,771 69,296  69,296 

L ～ M L90×7 63,017 63,016 38,724 38,724 63,039  63,039 

K ～ L L90×7 65,913 65,913 40,469 40,469 69,951  69,951 

J ～ K L90×7 60,751 60,751 38,373 38,373 70,076  70,076 

I ～ J L90×7 57,457 57,457 36,253 36,253 70,423  70,423 

H ～ I L90×7 60,294 60,294 39,243 39,243 79,624  79,624 

G ～ H L100×7 58,562 58,562 38,199 38,199 81,869  81,869 

F ～ G L100×7 57,153 57,153 37,960 37,960 85,294  85,294 

E ～ F L100×10 61,886 61,886 41,420 41,420 96,773  96,773 

D ～ E L100×10 61,072 61,072 41,343 41,343 101,659  101,659 

C ～ D L100×10 61,190 61,190 41,361 41,361 106,835  106,835 

B ～ C L130×12 104,879 79,503 115,383 90,004 150,049  124,670 

A ～ B L130×12 102,073 77,511 115,518 90,953 159,089  134,524 
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３） 水平材応力    

【 表 4-24 水平材の最大応力 】

鉛直応力  COMB1 鉛直＋風０度  COMB2 鉛直＋風４５度  COMB3 
節  間 柱  材 

圧縮 引張 圧縮 引張 圧縮 引張 

T L90×7     1,098   2,267    

S L90×7 1    7,660 5,469 10,033  5,518 

R L60×5 -4  4 13,734 13,740 15,790  15,784 

Q L90×7 14    16,762 16,978 19,512  16,263 

P L90×7 2,644    30,584 25,537 36,830  28,320 

O L65×6 166    28,680 28,350 25,699  25,358 

N L65×6 178    28,870 28,513 24,770  24,420 

M L65×6 333    29,732 29,067 24,516  23,849 

L L65×6 255    31,914 31,405 25,252  24,743 

K L75×6 356    33,499 32,788 25,588  24,876 

J L75×6 289    36,470 35,893 26,893  26,316 

I L90×7 445    39,553 38,663 28,378  27,487 

H L90×7 417    42,762 41,927 29,884  29,049 

G L90×7 534    47,159 46,090 32,206  31,138 

F L100×7 583    52,093 50,927 34,914  33,749 

E L100×7 772    57,303 55,759 37,912  36,368 

D L100×7 644    63,396 62,107 41,520  40,232 

C L100×10 -8,298  8,298 62,660 79,257 82,378  98,975 

B L100×10 1,586    11,627 8,455 9,697  6,525 

水平材続き

鉛直＋地震０度 COMB4 鉛直＋地震４５度 COMB5 最大応力 
節  間 柱  材 

圧縮 引張 圧縮 引張 圧縮 引張 

1,387 7,033 5 5  2,267  7,033 

S L100×10 19,505 23,746 12,190 12,188  19,505  23,746 

R L130×9 30,951 38,199 19,787 19,796  30,951  38,199 

Q L130×9 44,574 36,544 21,367 21,340  44,574  36,544 

P L150×12 48,122 43,862 40,453 35,165  48,122  43,862 

O L150×12 30,095 36,204 21,101 20,770  30,095  36,204 

N L175×12 33,919 33,301 19,691 19,335  33,919  33,301 

M L175×12 33,094 30,674 19,037 18,372  33,094  30,674 

L L175×15 31,367 31,888 19,706 19,197  31,914  31,888 

K L175×15 32,107 30,455 19,533 18,822  33,499  32,788 

J L175×15 31,202 31,491 20,103 19,525  36,470  35,893 

I L175×15 33,107 30,865 20,580 19,690  39,553  38,663 

H L200×15 32,234 31,905 21,290 20,455  42,762  41,927 

G L200×15 34,281 32,514 22,290 21,222  47,159  46,090 

F L200×20 35,165 33,928 23,540 22,374  52,093  50,927 

E L200×20 37,142 35,203 25,132 23,587  57,303  55,759 

D L200×25 38,016 37,306 26,607 25,319  63,396  62,107 

C L200×25 59,603 76,198 62,052 78,649  82,378  98,975 

B L200×25 5,124 3,561 4,433 1,262  11,627  8,455 
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４） 最大曲げモーメント 

【 表 4-25  最大曲げモーメント 】 

鉛直応力  COMB1 鉛直＋風０度COM B2 鉛直＋風４５度  COMB3 
節  間 柱  材 

Ｍｙ Ｍｚ Ｍｙ Ｍｚ Ｍｙ Ｍｚ 

S ～ T L100×10 273  273 86,232 16,966 99,153  102,970 

R ～ S L100×10 1,115  1,115 86,233 16,966 99,150  102,967 

Q ～ R L130×9 6,473  6,473 113,150 76,325 114,816  106,408 

P ～ Q L130×9 13,064  13,064 280,394 230,537 466,108  445,189 

O ～ P L150×12 18,475  0 356,152 253,674 644,392  438,146 

N ～ O L150×12 10,682    288,771 260,158 474,681  438,128 

M ～ N L175×12 3,176    406,210 404,759 621,290  640,985 

L ～ M L175×12 3,631    406,212 404,764 621,286  640,996 

K ～ L L175×15 3,630    398,306 389,808 595,278  595,404 

J ～ K L175×15 2,886    519,089 516,600 747,891  757,019 

I ～ J L175×15 2,200    519,096 516,603 747,884  757,026 

H ～ I L175×15 2,525    696,302 702,139 973,408  997,857 

G ～ H L200×15 2,525  0 696,298 702,146 973,402  997,854 

F ～ G L200×15 2,625  0 892,960 859,014 1,212,546  1,186,420 

E ～ F L200×20 29,933  0 892,966 859,011 1,212,556  1,186,418 

D ～ E L200×20 133,655  1 1,364,940 557,489 1,810,345  779,580 

C ～ D L200×25 246,954  2 1,364,939 1,659,890 1,810,341  2,162,056 

B ～ C L200×25 246,954  2 1,679,003 1,659,890 2,353,145  2,162,066 

A ～ B L200×25 184,170  1 1,679,003 2,119,433 2,353,144  2,526,847 

最大曲げモーメントの続き

鉛直＋地震０度 COMB4 鉛直＋地震４５度  COMB5 最大応力 
節  間 柱  材 

Ｍｙ Ｍｚ Ｍｙ Ｍｚ Ｍｙ Ｍｚ 

S ～ T L100×10 145,761 16,779 94,870 94,870 145,761  102,970 

R ～ S L100×10 210,326 35,747 157,229 157,229 210,326  157,229 

Q ～ R L130×9 241,485 187,270 159,078 159,078 241,485  187,270 

P ～ Q L130×9 692,549 586,836 776,851 776,829 776,851  776,829 

O ～ P L150×12 904,471 531,827 1,098,596 662,790 1,098,596  662,790 

N ～ O L150×12 610,889 537,571 717,656 662,790 717,656  662,790 

M～ N L175×12 691,780 705,830 819,032 818,470 819,032  818,470 

L ～ M L175×12 691,800 705,826 819,011 818,483 819,011  818,483 

K ～ L L175×15 649,313 644,226 767,456 750,733 767,456  750,733 

J ～ K L175×15 706,364 704,519 894,101 886,250 894,101  886,250 

I ～ J L175×15 706,362 704,509 894,104 886,253 894,104  886,253 

H ～ I L175×15 840,989 851,352 1,073,334 1,078,719 1,073,334  1,078,719 

G ～ H L200×15 840,986 851,350 1,073,340 1,078,730 1,073,340  1,078,730 

F ～ G L200×15 942,883 921,189 1,215,331 1,174,138 1,215,331  1,186,420 

E ～ F L200×20 942,886 921,192 1,215,331 1,174,133 1,215,331  1,186,418 

D ～ E L200×20 1,461,855 685,154 1,851,346 856,096 1,851,346  856,096 

C ～ D L200×25 1,461,853 1,417,110 1,851,346 1,769,476 1,851,346  2,162,056 

B ～ C L200×25 2,319,524 1,417,129 2,925,511 1,769,498 2,925,511  2,162,066 

A ～ B L200×25 2,319,526 963,196 2,925,510 1,173,477 2,925,510  2,526,847 
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５） 最大応力と最大曲げモーメントの纏め 

【 表 4-26 最大応力と最大曲げモーメントの纏め一覧 】 

最 大 応 力 （ Ｎ ）    節記号 ΣWT 

圧 縮 引張 Ｍｙ Ｍｚ 

最大圧縮 

荷 重 

最大引張 

荷 重 

S ～ T 8,225  59,758 37,644 145,761 102,970 59,758  37,644 

R ～ S 8,981  147,625 107,549 210,326 157,229 147,625  107,549 

Q ～ R 1,525  233,425 190,299 241,485 187,270 233,425  190,299 

P ～ Q 9,713  354,114 291,562 776,851 776,829 354,114  291,562 

O～ P 9,690  456,651 374,376 1,098,596 662,790 456,651  374,376 

N ～ O 2,347  537,623 450,631 717,656 662,790 537,623  450,631 

M～ N 2,786  613,029 520,442 819,032 818,470 613,029  520,442 

L ～ M 5,156  685,311 582,370 819,011 818,483 685,311  582,370 

K ～ L 3,865  760,624 649,919 767,456 750,733 760,624  649,919 

J ～ K 5,512  832,024 710,249 894,101 886,250 832,024  710,249 

I ～ J 4,413  896,864 766,226 894,104 886,253 896,864  766,226 

H ～ I 6,877  970,405 825,955 1,073,334 1,078,719 970,405  825,955 

G ～ H 6,392  1,039,733 882,445 1,073,340 1,078,730 1,039,733  882,445 

F ～ G 8,230  1,108,653 934,834 1,215,331 1,186,420 1,108,653  934,834 

E ～ F 9,057  1,185,098 993,092 1,215,331 1,186,418 1,185,098  993,092 

D ～ E 11,347  1,279,858 1,065,053 1,851,346 856,096 1,279,858  1,065,053 

C ～ D 11,391  1,389,913 1,152,255 1,851,346 2,162,056 1,389,913  1,152,255 

B ～ C 14,875  1,398,134 1,165,371 2,925,511 2,162,066 1,398,134  1,165,371 

主 

柱 

材 

A ～ B 17,286  1,416,259 1,148,659 2,925,510 2,526,847 1,416,259  1,148,659 

S ～ T   48,056 48,057     48,056  48,057 

R ～ S   76,939 76,939     76,939  76,939 

Q ～ R   89,498 89,499     89,498  89,499 

P ～ Q   103,053 103,053     103,053  103,053 

O ～ P   81,087 81,086     81,087  81,086 

N ～ O   75,957 75,958     75,957  75,958 

M～ N   69,296 69,296     69,296  69,296 

L ～ M   63,039 63,039     63,039  63,039 

K ～ L   69,951 69,951     69,951  69,951 

J ～ K   70,076 70,076     70,076  70,076 

I ～ J   70,423 70,423     70,423  70,423 

H ～ I   79,624 79,624     79,624  79,624 

G ～ H   81,869 81,869     81,869  81,869 

F ～ G   85,294 85,294     85,294  85,294 

E ～ F   96,773 96,773     96,773  96,773 

D ～ E   101,659 101,659     101,659  101,659 

C ～ D   106,835 106,835     106,835  106,835 

B ～ C   150,049 124,670     150,049  124,670 

斜 

材 

A ～ B   159,089 134,524     159,089  134,524 

T   2,267 7,033     7,033  2,267 

S   19,505 23,746     23,746  19,505 

R   30,951 38,199     38,199  30,951 

Q   44,574 36,544     36,544  44,574 

P   48,122 43,862     43,862  48,122 

O   30,095 36,204     36,204  30,095 

N   33,919 33,301     33,301  33,919 

M   33,094 30,674     30,674  33,094 

L   31,914 31,888     31,888  31,914 

K   33,499 32,788     32,788  33,499 

J   36,470 35,893     35,893  36,470 

I   39,553 38,663     38,663  39,553 

H   42,762 41,927     41,927  42,762 

G   47,159 46,090     46,090  47,159 

F   52,093 50,927     50,927  52,093 

E   57,303 55,759     55,759  57,303 

D   63,396 62,107     62,107  63,396 

C   82,378 98,975     98,975  82,378 

水 

平 

材 

B   11,627 8,455     8,455  11,627 
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６）脚部応力一覧         

【 表 4-27 脚部応力一覧 】 

 WT 応力荷重圧縮 応力荷重引張 My Mz 脚部角度応力補正 最大荷重 

圧縮力 147,668     1,647,463 1,647,463 

引張力 118,134     1,343,663 1,343,663 

水平力       294,458 
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４―３―６ 部材強度の判定 

前項に纏めた最大応力を基に、現状の鉄塔部材とボルトの強度および安全率を計算した。鉄塔部

材強度は第 2章、（2-3-13）～（2-3-17）式により計算している。 

これらの結果を、主柱材、斜材及び水平材に分けてそれぞれ表 4-28、表 4-29、表 4-30 に纏めた。 

この結果より、全ての部材とボルトが安全率 1.0 を上回っていることが分かり、安全性が確認で

きた。 
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【表 4-28 主柱材の部材強度とボルト強度の判定 】 

鋼                材 

圧  縮 引  張 
ボ  ル  ト 

節記号 

形  状 規 格 
断面

積Ａ 

断面 

係数 Z 

2 次 

半径ｉ 

Ｌ  

(mm) 
λ fc 

強度 

安全

率 

1.0 

判 定 

有効 

断面積

AT 

強度 

安全

率 

1.0 

判 定 
サイズ・ 

強度系列 
本数 強度 

安全

率 
判定 

S ～ T L100×10 SS-400 1900.0  24400.0 19.5 1000  51 201.0 381900 5.00  OK 1460 343830 6.43  OK             

R ～ S L100×10 SS-400 1900.0  24400.0 19.5 1000  51 201.0 381900 2.22  OK 1460 343830 2.46  OK M 20 6.8 8 475272 3.22  OK 

Q ～ R L130×9 SS-540 1568.0  38700.0 25.7 1000  39 324.0 508032 2.04  OK 1680 630000 2.64  OK             

P ～ Q L130×9 SS-540 1568.0  38700.0 25.7 1000  39 324.0 508032 1.24  OK 1680 630000 1.56  OK M 20 6.8 12 712908 2.01  OK 

O～ P L150×12 SS-540 2782.0  68100.0 29.6 1103  37 328.5 913887 1.76  OK 2541 952875 1.93  OK             

N ～ O L150×12 SS-540 2782.0  68100.0 29.6 1153  39 324.0 901368 1.54  OK 2541 952875 1.66  OK M 24 6.8 8 684784 1.27  OK 

M～ N L175×12 SS-540 2794.0  91800.0 34.4 1253  36 331.5 926211 1.41  OK 3116 1168500 1.81  OK             

L ～ M L175×12 SS-540 2794.0  91800.0 34.4 1253  36 331.5 926211 1.27  OK 3116 1168500 1.64  OK M 24 6.8 10 855980 1.25  OK 

K ～ L L175×15 SS-540 4349.0  114000.0 34.2 1503  44 312.0 1356888 1.68  OK 3851 1444125 1.73  OK             

J ～ K L175×15 SS-540 4349.0  114000.0 34.2 1503  44 312.0 1356888 1.53  OK 3851 1444125 1.58  OK M 24 6.8 12 1027176 1.23  OK 

I ～ J L175×15 SS-540 4349.0  114000.0 34.2 1503  44 312.0 1356888 1.42  OK 3851 1444125 1.47  OK             

H ～ I L175×15 SS-540 4349.0  114000.0 34.2 1754  51 292.5 1272083 1.23  OK 3851 1444125 1.28  OK M 24 6.8 14 1198372 1.23  OK 

G ～ H L200×15 SS-540 4368.0  150000.0 39.3 1754  45 309.0 1349712 1.24  OK 4605 1726875 1.52  OK             

F ～ G L200×15 SS-540 4368.0  150000.0 39.3 1754  45 309.0 1349712 1.16  OK 4605 1726875 1.43  OK M 24 6.8 16 1369568 1.24  OK 

E ～ F L200×20 SS-540 7600.0  197000.0 39.0 2004  51 292.5 2223000 1.77  OK 6040 2265000 1.68  OK       

D ～ E L200×20 SS-540 7600.0  197000.0 39.0 2004  51 292.5 2223000 1.63  OK 6040 2265000 1.56  OK M 24 6.8 18 1540764 1.20  OK 

C ～ D L200×25 SS-540 9375.0  242000.0 38.8 2004  52 289.5 2714063 1.80  OK 7425 2784375 1.72  OK       

B ～ C L200×25 SS-540 9375.0  242000.0 38.8 2004  52 289.5 2714063 1.75  OK 7425 2784375 1.67  OK M 24 6.8 20 1711960 1.22  OK 

主 

柱 

材 

A ～ B L200×25 SS-540 9375.0  242000.0 38.8 1670  43 313.5 2939063 1.85  OK 7425 2784375 1.81  OK M 24 6.8 22 1883156 1.33  OK 

4-28

参考資料2-4 解体撤去対象の既存庁舎等に関する資料 9



【 表 4-29 斜材の部材強度とボルト強度の判定 】 

鋼                材 

圧  縮 引  張 
ボ  ル  ト 

節記号 

形  状 規 格 
断面 

積Ａ 

断面 

係数 Z 

2 次 

半径ｉ 

Ｌ  

(mm) 
λ fc 

強度 

安全

率 

1.0 

判 

定 

有効 

断面積

AT 

強度 

安全

率 

1.0 

判 定 
サイズ・ 

強度系列 

本

数 
強度 

安全

率 
判定 

S ～ T L65×6 SS-400 752.7 6270.0 12.7 1118 88 148.5 111776 2.33 OK 432 101736 2.12 OK M 20 6.8 2 118818 2.47    

R ～ S L65×6 SS-400 752.7 6270.0 12.7 1118 88 148.5 111776 1.45 OK 432 101736 1.32 OK M 20 6.8 3 178227 2.32  OK 

Q ～ R L65×6 SS-400 752.7 6270.0 12.7 1118 88 148.5 111776 1.25 OK 432 101736 1.14 OK M 20 6.8 3 178227 1.99    

P ～ Q L75×6 SS-400 872.7 8470.0 14.8 1118 76 168.0 146614 1.42 OK 522 122931 1.19 OK M 20 6.8 4 237636 2.31  OK 

O～ P L90×7 SS-400 1222.0 14200.0 17.7 1209 68 180.0 219960 2.71 OK 762 179451 2.21 OK M 20 6.8 4 237636 2.93    

N ～ O L90×7 SS-400 1222.0 14200.0 17.7 1284 73 172.5 210795 2.78 OK 734 172857 2.28 OK M 24 6.8 4 342392 4.51  OK 

M～ N L90×7 SS-400 1222.0 14200.0 17.7 1407 79 163.5 199797 2.88 OK 734 172857 2.49 OK M 24 6.8 4 342392 4.94    

L ～ M L90×7 SS-400 1222.0 14200.0 17.7 1447 82 159.0 194298 3.08 OK 734 172857 2.74 OK M 24 6.8 4 342392 5.43  OK 

K ～ L L90×7 SS-400 1222.0 14200.0 17.7 1704 96 136.5 166803 2.38 OK 734 172857 2.47 OK M 24 6.8 4 342392 4.89    

J ～ K L90×7 SS-400 1222.0 14200.0 17.7 1753 99 132.0 161304 2.30 OK 734 172857 2.47 OK M 24 6.8 4 342392 4.89  OK 

I ～ J L90×7 SS-400 1222.0 14200.0 17.7 1805 102 126.0 153972 2.19 OK 734 172857 2.45 OK M 24 6.8 4 342392 4.86    

H ～ I L90×7 SS-400 1222.0 14200.0 17.7 2088 117 102.0 124644 1.57 OK 734 172857 2.17 OK M 24 6.8 4 342392 4.30  OK 

G ～ H L１00×7 SS-400 1244.0 17700.0 19.8 2131 108 117.0 145548 1.78 OK 867 204179 2.49 OK M 20 6.8 4 237636 2.90    

F ～ G L100×7 SS-400 1244.0 17700.0 19.8 2198 111 112.5 139950 1.64 OK 867 204179 2.39 OK M 20 6.8 4 237636 2.79  OK 

E ～ F L100×10 SS-400 1900.0 24400.0 19.5 2466 126 88.5 168150 1.74 OK 1205 283778 2.93 OK M 20 6.8 4 237636 2.46  

D ～ E L100×10 SS-400 1900.0 24400.0 19.5 2544 130 84.0 159600 1.57 OK 1205 283778 2.79 OK M 20 6.8 4 237636 2.34  OK 

C ～ D L100×10 SS-400 1900.0 24400.0 19.5 2627 135 78.0 148200 1.39 OK 1205 283778 2.66 OK M 20 6.8 4 237636 2.22  

B ～ C L130×12 SS-540 2773.0 49900.0 25.4 2713 107 123.0 341079 2.27 OK 1704 639000 5.13 OK M 20 6.8 5 297045 1.98  OK 

斜 

材 

A ～ B L130×12 SS-540 2773.0 49900.0 25.4 2187 86 186.0 515778 3.24 OK 1704 639000 4.75 OK M 20 6.8 5 297045 1.87  OK 
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【 表 4-30 水平材の部材強度とボルト強度の判定 】 

鋼                材 

圧  縮 引  張 
ボ  ル  ト 

節記号 

形  状 規 格 
断面 

積Ａ 

断面 

係数 Z 

2 次 

半径ｉ 

Ｌ  

(mm) 
λ fc 

強度 

安全

率 

1.0 

判 定 

有効 

断面積

AT 

強度 

安全

率 

1.0 

判 

定 

サイズ・ 

強度系列 

本

数 
強度 

安全

率 
判定 

Ｔ L90×7 SS-400 1222.0  14200.0 17.7 1000  56 195.0 238290 33.88  OK 762 179451 79.16 OK M 20 6.8 3 178227 25.34    

Ｓ L90×7 SS-400 1222.0  14200.0 17.7 1000  56 195.0 238290 10.03  OK 762 179451 9.20 OK M 20 6.8 3 178227 7.51  OK 

Ｒ L60×5 SS-400 580.2  4520.0 11.8 1000  85 154.5 89641 2.35  OK 345 81248 2.63 OK M 16 5.8 2 54386 1.42    

Ｑ L90×7 SS-400 1222.0  14200.0 17.7 1000  56 195.0 238290 6.52  OK 762 179451 4.03 OK M 20 6.8 3 178227 4.88  OK 

Ｐ L90×7 SS-400 1222.0  14200.0 17.7 1000  56 195.0 238290 5.43  OK 762 179451 3.73 OK M 20 6.8 3 178227 4.06    

Ｏ L65×6 SS-400 752.7  6270.0 12.7 1143  90 145.5 109518 3.03  OK 432 101736 3.38 OK M 20 6.8 2 118818 3.28  OK 

Ｎ L65×6 SS-400 752.7  6270.0 12.7 1293  102 126.0 94840 2.85  OK 432 101736 3.00 OK M 20 6.8 2 118818 3.57    

Ｍ L65×6 SS-400 752.7  6270.0 12.7 1455  115 106.5 80163 2.61  OK 432 101736 3.07 OK M 20 6.8 2 118818 3.87  OK 

Ｌ L65×6 SS-400 752.7  6270.0 12.7 1618  127 87.0 65485 2.05  OK 408 96084 3.01 OK M 24 6.8 2 171196 5.37    

Ｋ L75×6 SS-400 872.7  8470.0 14.8 1813  122 94.5 82470 2.52  OK 498 117279 3.50 OK M 24 6.8 2 171196 5.22  OK 

Ｊ L75×6 SS-400 872.7  8470.0 14.8 2008  136 76.5 66762 1.86  OK 498 117279 3.22 OK M 24 6.8 2 171196 4.77    

Ｉ L90×7 SS-400 1222.0  14200.0 17.7 2203  124 91.5 111813 2.89  OK 734 172857 4.37 OK M 24 6.8 2 171196 4.43  OK 

Ｈ L90×7 SS-400 1222.0  14200.0 17.7 2430  137 75.0 91650 2.19  OK 734 172857 4.04 OK M 24 6.8 2 171196 4.08    

Ｇ L90×7 SS-400 1222.0  14200.0 17.7 2658  150 63.0 76986 1.67  OK 762 179451 3.81 OK M 20 6.8 2 118818 2.58  OK 

Ｆ L100×7 SS-400 1362.0  17700.0 19.8 2885  146 66.0 89892 1.77  OK 867 204179 3.92 OK M 20 6.8 3 178227 3.50  

Ｅ L100×7 SS-400 1362.0  17700.0 30.8 3145  102 126.0 171612 3.08  OK 867 204179 3.56 OK M 20 6.8 3 178227 3.20  OK 

Ｄ L100×7 SS-400 1362.0  17700.0 30.8 3405  111 112.5 153225 2.47  OK 867 204179 3.22 OK M 20 6.8 3 178227 2.87  

Ｃ L100×10 SS-400 1900.0  24400.0 30.3 3665  121 96.0 182400 1.84  OK 1205 283778 3.44 OK M 20 6.8 3 178227 1.80  OK 

水 

平 

材 

Ｂ L100×10 SS-400 1900.0  24400.0 30.3 3925  130 84.0 159600 18.88  OK 1205 283778 24.41 OK M 20 6.8 3 178227 21.08  OK 
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４－３－７ たわみ角の検討 

計算結果より
39.3 ㎝ 0.393 m

58 m   = 0.39 °

39.3 ㎝

通信鉄塔設計要領・同解説より

128QAM－208Mbs方式に於けるXPD劣化に対する合成振れ角許容範囲

空中線3ｍφ（6.5ＧＨｚ）の許容値   (128QAM-208Mbps)  0.73゜

° ＜ 0.73 °

　判定  ：

0.39

-0.1 ㎝
0.393

θ= Sin -1(

良

58
θ

①：4.0mφ  
②：3.0mφ  
③：2.4mφ  
④：2.0mφ

①：4.0mφ  
②：3.0mφ  
③：2.0mφ

16QAM

128QAM－208Mbps
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４－３－８ 鉄塔脚部の検討 

 脚部の応力 単位

圧縮力　C 1,647,463 N

引張力　Ｔ 1,343,663 N

水平力（せん断力）　Ｈ 294,459 N

圧縮・引張側曲げ応力        　　 187,692 N・cm

Mx = 168,087 N・cm

せん断側曲げ応力 Mz = 23,668 N・cm

ボルトの配置による重心位置　e= 309 ㎜

重心からのボルト配列距離　 e'= 189 ㎜

一列のボルト本数           ｎ= 3 本

曲げ応力によるボルト1本に追加される圧縮・引張力   ：ΔT=(Mx+My)/(2×e')×n 

ΔT=  3,137  N

曲げ応力によるボルト1本に追加されるせん断力　：　ΔH　= Mz／e' ×本数

ΔH=  179  N

曲げ応力を考慮した圧縮力　CA= 238,489  N （ボルト１本当たり）

曲げ応力を考慮した引張力　TA= 195,089  N （ボルト１本当たり）

曲げ応力を考慮したせん断力HA= 42,244  N （ボルト１本当たり）

総重量　Ｗ 590,672  N

１）  アンカーボルト

材　　　質 SS 400

直　　　径 d = 52 ㎜

埋込み長さ 1740 ㎜

本　　　数 7 本

対象断面積 1757  

許容せん断応力度     fsa = 137  N/ 

せん断応力度 τ= 24 < 137 N/ 

　判　　　定 OK

許容引張応力度     fto =  236  N/ 

fts  = 1.4×fto - 1.6×τ = 292 ≧ 236 N/ 

引張応力 111 < 236 N/ 

　判　　　定 OK

２）定着長さ Ｌ = T１ / (π×ｄ×ｆa)

fa = 1.58922  N/ 

fa : 許容付着応力度　（FC = 18㎏/ として）

Ｌ＝　 752 ㎜ 以上とする

　判　　　定 1740 OK > 752

３） ベースプレート

材　　　質 SM 490

寸　　　法 A  y 222 ㎜

寸　　　法 B  x 222 ㎜

寸　　　法 C

ベース厚さ t  = 50 ㎜

W  = 4.84  N ・ 

モーメント                   M  = α×W×Ａ＾2

69175  N ・ 

断面係数 Z  = 417  

必　要　厚 tA  = 36 < 50 ㎜

モーメント係数 α = 0.29 ２隣辺固定として考える。

　判　　　定 OK
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４）  リブプレート

材　　　質 SS 400

寸　　　法 hr = 250 ㎜

寸　　　法 250 ㎜

リブ板厚 tr = 19 ㎜

ｱﾝｶ-ﾎﾞﾙﾄまでの長さ l = 102 ㎜

Ｍ = CA×ｌ　= 24,325,902  N･㎜

Ｚ = hr2×tr/3= 395,833  

Ａ = hr×tr = 4750  

σC = M/Z = 61 N/ 

τ = CA/A = 50 N/ 

σC0 = √(σC2+3τ2)= 106 < 235 N/ 

　判　　　定 OK

５）  溶接部

すみ肉溶接ｻｲｽﾞ S = 12 ㎜

溶接有効長さ L = 226 ㎜

引張応力度 σ= TA/（0.7×S×L） 103 Ｎ／ 

せん断応力度 σs= CA/（0.7×S×L） 126 Ｎ／ 

曲げ応力度 σb=(6M/本)/(0.7×S×L) 0.37 Ｎ／ 

σbs = √(σ2+σs2+σb2）/2 81 < 137 N/ 

　判　　　定 OK

　　総 合 判 定 OK
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４－３－９ 鉄塔基部荷重の説明 

１　長期荷重
151,900 151,900

↓
↑

↓
↑

3 4

1 2

→17,464 ← -17,464

↓ ↓

151,900 151,900

↓ ↓

17,464 ← → -17,464
-17,464 -17,464

２　短期荷重 0度

-984,881 1,288,681

↑
↓

↓
↑

↓ ↓
17,464 17,464

3 4

1 2

→
↑ ↓

↓
-148,348 → -183,276

風向　⇒

-984,881 1,288,681

↑

-149,266 → → -184,194
113,240 -148,168

３　短期荷重　４５度

3 4

1 2

→-171,454 → -33,209

↑ ↓

-1,343,663 151,900

↑ ↓

-1,931 → → -210,031

151,900 1,647,463

↓
↓

↓
↑

-36,859 -206,381

-114,158 149,086

風
向
⇒

-175,103 1,719-175,103 1,719
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４　地震荷重 0度

-881,906 1,185,706

↑
↓

↓
↑

→
3 4

1 2

→-90,616 → -125,544

↑ ↓

-881,460

↑ ↓
1,185,260

-93,327 → -128,307

地震　⇒

103,032 -137,959

５　地震荷重　４５度

151,900 1,498,419

↓
↓

↓
↑

↑ ↓
-105,095 140,021

3 4

1 2

→-133,974 → -10,720

↑ ↓

-1,194,619 151,900

↑ ↓

24,207 ← → -168,901
-10,721 -168,901

地
震
⇒

-133,973 24,207
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改設

改設

改設

１４

改設

改設

改設

完　 成　 図　 面

100

改設

改設

工事名 札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

調整年月日 平成２ １ 年３ 月２ ３ 日

調
整
者

図面
番号

札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

(機械設備）

完 成 図 面

工 期： Ｈ １ ９ ， ６ ， ９ ～Ｈ ２ １ ， ３ ， ２ ４

平成１ ９ 年度

北海道開発局　 営繕部

/

/

/

/

/

/

/

/

/

/ 141

/ 142

/ 143

/ 144

/ 145

/ 146

/ 147

/ 148

/ 149

/ 1410

/ 1411

/ 1412

/ 1413

/ 1414

図面番号 図    面    名    称 縮　　　尺

１

表紙・図面目録

仕様書（その１）

仕様書（その２）

仕様書（その３）

屋外衛生配管平面図 1 250

1

1 100

1 100

1 50

1 50

1 100

1 100

1 100

地下１階衛生平面図

２階・塔屋衛生平面図

１階便所衛生平面図

１階衛生平面図

受水槽室詳細図

免震継手概要図

地下１階換気平面図

１階空調換気平面図

地下１階・１階自動平面図

改設

改設

改設

改設

改設

改設
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０．６（１．０）

　　　　　　　　　　　　　　　　ｅ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルム

一式

・再生資源化を図るもの

特　　記　　事　　項 及

一式

業

・　換　気　設　備

１．５（２．０）

一式

設

　　　　　　　　　調査項目（・　　　　　　・　　　　　　　）

番号
２

　　　　　　パーティクルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、仕上げ塗材及び

水、

一式

材

　　　及び性能を有するものとし、次の１）から５）を満たすものとする。

　・保温材

建

者

利

一式

　　　　は標準図（異種管の接合要領）による。

（２）異種管接合の場合は、改修標準仕様書第２編２．３．１６による。なお、接合要領

監（２）雑排水　・直放流下水管　・浄化槽　・側溝

４　　指定部分　・　無　　・　有（工期　　　　年　　月　　日）

発

・　暖　房　設　備

処

工

・要　・不要

　　　　　　　　　※印を適用する。

　　　　　　　２）特記事項のうち選択する項目は、○印の付いたものを適用する。ただし、○印のない場合は

職

等

mm

完　 成　 図　 面

一式

（１）汚　水　・直放流下水管　・浄化槽　

一式

員

用事

ん

理

・液化石油ガス

埋

一式

消火設備の種類

表

主要熱源機器

　　　　　　　　・下記による。

検査方法及び範囲については監督員との協議による。ただし、検査費は別途とする。

要の場合、地中埋設標は図示する箇所、埋設表示用テープは屋外埋設部分に適用す

ガスの種類

中　　間　　階

・　厨　房　設　備

・　

び

設

札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日調整年月日

工事名

等督

※要　・不要

生

調
整
者

図面

電力

上層階、屋上及び塔屋

・　自　動　制　御　設　備

札幌開発総合庁舎仮庁舎外０７建築その他工事　仕様書

11,731.60

１．０

一式

一式

水槽類の設計用標準水平震度

・産業廃棄物　　　　　　　　

一式

・都市ガス（種別：１３Ａ　発熱量：４６．０ＭＪ／ｍ　（Ｎ）供給事業者名）３

７

場

証

　　　　　　　　　　　　　　　　ｂ．接着剤等不使用

化学物質の濃度測定

仕

一般水槽

下記の露出部分の亜鉛めっき面の塗装は行わない

●

一

般

共

通

事

項

表

・真空式温水発生機　　・温風暖房機　　・チリングユニット　　・吸収冷凍機

５　　設備概要（本工事における工事種目ごとの概要を示すもので、仕様を規定するものではない。）

　　　　　　　対象部分：

　・空気調和　　・ダクト方式（　・中央　　・各階ユニット）

容

耐

　　　　　　　　　　　　・ファンコイルユニット　・ダクト併用方式

　　　　　２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階

　　　　　１０～１２階建の場合は上層３階、１３階建以上の場合は上層４階

多

震

・電気式　　　　・電子式　　・デジタル式　　　

空気調和方式等

設　　備　　概　　要

建物内の汚水と雑排水（・分流式　・合流式）

量

及

一式

気

盛

線

１．５

一式

適

既存部分の養生

　・適用する

示

　　　　　　　　　　　　　　　　ｆ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルム

中

の

　・補修は行わない

埋

一式

一式

耐震安全性の分類

内部足場種別

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２８

一式

工　事　仕　様

・本工事で設置する。

室内空気中のホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレン

１．５（１．５）

　　　　第　三　種　　　　　　　①ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆規格品

備　考
延べ面積（㎡）

・構外搬出適切処理　　距離　（　　　　）　Ｋｍ

一式

　・見掛かり部分はモルタル穴埋め補修を行う

　　　　　　　　　　　　　　　③下記表示のあるＪＡＳ規格品

諾

１．５

管

自動制御方式

質

示

（以下「改修標準仕様書」という。）

●

般

共

通

事

項

重要水槽

重要機器

ーテ

　　　　　　台、その他の什器等は、ホルムアルデヒドを放散しないか、放散が極めて

・　

　　　　４）塗料はホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼンを放散し

３３

はつり及び穴開け

構内につくることが　（　・できる　（　・図示　）　　・できない）

　・コンクリート塊

・冷凍空気調和機器施工（チリングユニット、パッケージ形空気調和機の据付及び

・　排　煙　設　備

３　　工事種目（○印の付いたものを適用する。）

一式

　　　　　る。

　　　なお、ホルムアルデヒドを放散しないものとは放散量が規制対象外のものを、

　・アスファルト・コンクリート塊

囲

一式

/約２６Ｋｍ /有料

足

重要機器

　　　・配管　（・駐車場・　　　）

　　　　　ホルムアルデヒドの放散が極めて少ないものとは放散量が第三種のものをい

の

支

び

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アルデヒドを放散しない塗料等使用

１．０（１．５）

外部足場種別

カ

一式

生

写

　　　　　　　　　　　　　　　④旧ＪＡＳのＦｃｏ規格品

０．６

一式

一式

去

庁舎Ａ

一式

図

湿

２ 室内空気中の

一式

機

９

範

地

　　　・ダクト（・駐車場・　　　）

性能確認試験

検査の種類は（・放射線透過　　・浸透探傷又は磁粉探傷）検査とする。

金

用

・　消　火　設　備

　　　　　含有しない難揮発性の可塑剤を使用し、ホルムアルデヒド、アセトアルデ

３１

３２

・特定の施設
　　　３）接着剤はフタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシルを

一式

　　　　　　 　　　　　　　　　ａ．非ホルムアルデヒド系接着剤使用

・要　・不要

一式

排　水　方　式

・　

・　

・要　・不要

安

※再生クラッシャラン　・切込み砂利及び切込み砕石

消防法施行令
構　造

/角山開発｛株）角山処理場 /江別市角山１９２－２外

１５項地下１・地上６

　　　　い、原則として規制対象外のものを使用するものとするが、該当する材料等

発

　　　　　　　　　　　　　　　　　ｄ．ホルムアルデヒドを放散しない塗料等使用

改設

一式

と

・設ける（規模及び仕上げの程度、並びに設置する備品等の種類及び数量は現場説

の

一式

地

受水槽室

一式

・　衛　生　器　具　設　備

事

書に定める品質及び性能」を有することの証明となる資料は、監督職員の承諾を受

用

けることにより、外部機関が発行する証明資料の写しとすることができる。

材 等

品

一式

　※ビニルシートクッション材、合板　　　

一式

１６

別表第一の区分

所

承

　・行わない　　・行う（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

施工後確認試験

仮

　　　　また、「ホルムアルデヒドの放散量」は、次のとおりとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　ｃ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルム

務

耐震安全性の分類

一式

　・温風暖房　　・パッケージ方式

等

２０   程度大きなものとする。

非破壊検査等による埋設物の調査　　・　行う　・　行わない

１階及び地下階

　　　　　　　　　調査範囲（・図示による　・　　　　　　　）

/有料

/｛株）ムサシノ化学
一式

一式

埋

表

技

一式

　・補修を行う（　・ただし、仕上は建築工事とする）

事

　　給　水　配　管

の

）

跡

養

・特別管理産業廃棄物

物

一式

図

　・陶器類

　　　　　　放散が極めて少ないものとする。

建物外放流先

・特定の施設

一式

０．６（１．０）

一式

明

設計図書に定める品質及び性能を有することの証明となる資料のうち、「標準仕様

　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣認定品

　・直接暖房　　　・蒸気暖房　　・温水暖房　　

一般機器

　　　　　　　　　調査方法（・図示による　・　　　　　　　）

改設

/（株）松原産業

　・補修は行わない

　　本工事の建物内部に使用する建築材料等は、設計図書に規定する所要の品質

機

確

３

・配管施工（配管工事）　　　

一式

０．６（１．０）

去

札幌市中央区北２条西１９丁目７番地

・　給　水　設　備

一式

措

地中埋設標及び埋設表示用テープは、下記による。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アルデヒドを放散しない塗料使用

　　　　　　（○印の付いたものが該当する。）

埋設表示用テープ

・泡消火設備　・粉末消火設備　・連結送水管設備　・連結散水設備　　　　

一式

　　　　　少ないものとする。

工　事　概　要

・一般の施設

・パッケージ形空気調和機　　

埋戻し土・盛土　　※掘削土の良質土　　・山砂の類

改設

一式

・高置タンク方式　　　・受水タンク＋ポンプ直送方式

　・塩ビ管

一式

※要　・不要

　　　　　がない場合は、第三種のものを使用するものとする。

一式

重要機器は、下記に示すものとする。

（注）（　）内の数値は防振支持の機器の場合に適用する。一式

さ

　・隠ぺい部分の補修はしない

一式

　明書による。）

・鋳鉄製ボイラー　・鋼製ボイラー（・立形　・炉筒煙管形）

改設

一式

電

試

施工計画調査　　・改修標準仕様書第１編１．５．１による。

工　　事　　種　　別

　　　　て少ないものとする。

　　ガ　ス　配　管

一式

一式

改設

地中埋設標

１４

改設

（１）建物導入部の変位吸収方法は、標準図（建物導入部の変位吸収配管要領）による。

口径は、原則として管の外径（保温されるものにあっては保温厚さを含む。）より

　　３）１００ｋｇ以下の軽量な機器（重要機器を除く）においても耐震を考慮し、

　　　　据付け又は取付けを行うものとするが、前記基準の方法によらなくてもよ一式

設

　　２）保温材、緩衝材、断熱材はホルムアルデヒド及びスチレンを放散しないか、

電

一式

・構内指定場所にたい積

　　　　　　　　　調査範囲（・図示による　・　　　　　　　）

重要水槽

１．０（１．５）

・熱絶縁施工（保温工事）
配　　　　　管

上層階、屋上及び塔屋

　・行う（図示）　　・行わない

一式

１．０

一式

屋　外

一般機器

一式

５

２．０（２．０）

（２）化学物質を放散する建築材料等

抜取率は（※標準仕様書第２編２．５．１５．１２　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　

　　・　（ａ）　　・　（ｂ）　　・　（ｃ）

の

等

・　排　水　設　備

/｛夕張郡栗山町鳩山１１－４３ /約４７．８

ポンプ排水　・有（・汚物　・雑排水　・湧水）　・無

一式

検

の濃度を測定し、監督職員に報告すること。

　　　　　　　１）図面及び特記仕様に記載されていない事項は、すべて下記による。

　　測定個所数　　・　図示　　　　　

２　特記仕様　

公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（平成１６年版）（以下、「標準図」という。）

　　　　　　　　　（改修工事は※印による。）

　　　　規　制　対　象　外　　　①ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品

設

　　　　５）上記１）、３）及び４）の建築材料等を使用して作られた家具、書架、実験

旧

／山本処理場　／札幌市厚別区厚別町山本１０６５番地

　・プラスチック類　／(株） 札幌リサイクル公社

／　約１４ｋｍ　／　有料

・関係請負者の定置する足場、さん橋の類は、無償で使用できる。

一式

機器、配管、ダクト等は耐震を考慮し堅固に据え付け、取付け及び支持を行う。

指針（国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人建築研究所監修２００５年

処

術

管

　　油　配　管

建築基準法による

既存

２　　建物概要

る。

し

項　　　目 護

砂

の

戻

用

の

士

一式

・構外指定場所に処分（搬出調書等を提出する）

原図、製本及びデーター等の提出部数は表－１「完成図等一覧表」による。

建　物　名　称 階　数

一式

給　水　方　式

改設

設

置

・　浄　化　槽　設　備

ア

砂

能

１　工事場所

周

線

章

土

囲

一式

一式

建築設備機器（水槽類を除く）の設計用標準水平震度

・構内指定場所に敷き均し

一式

・　ガ　ス　設　備

設置場所

・上水　　　・井水

　・Ａ　　・Ｂ　　※Ｃ

２．０一式

札幌市東区中沼４５－１９／約１５．２ｋｍ／有料

受水槽

切

一式

保

　　　・屋内露出　　　　・屋外露出

※公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）（平成１６年版）

４

間

/約１５Ｋｍ /有料

ー

査

理

改設

改設

１．０（１．５）

・壁面天井面の変色等の補修

・取付ボルト孔の補修

排　煙　設　備

/札幌市西区発寒１５条１４－４－１

/約７．３

完

材

壁付け機器、床置き機器、天井付け機器撤去跡

機

所

撤

改設

・水道直結方式　　

施　工　調　査

撤

ン等

（機械設備）　　　　　

物

認
り

１　　共通仕様　

工

　種　類　／　受入れ施設　／　所在地　／　距離（Ｋｍ）　／　有料・無料

※受入施設は計量装置を有する施設とし、上記以外とする場合は監督職員と協議を

改設

溶

　　　　　　　　　調査項目（・　　　　　　・　　　　　　　）

　　　　ないか、放散が極めて少ないものとする。

土

庁舎Ａ ＲＣ造

・建築板金（ダクト製作及び取付け）

工

成

　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣認定品

　　測定時期　　　・　工事着手前　　・　施工終了時

一式

１

一式

８

土

１．５

技

　　　　　　　・適用する（適用範囲

　・行わない　　・行う（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

電

１．０

一式 ０．６

保

６

　　測定対象室　　・　図示　　　　　

の

一般水槽

生

・　

・　

設置場所

る。

部

/札幌市白石区下川２１１１－３ /約１０．８

修

・一般の施設

１０

　　１）合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、

示

０．４（０．６）

箇

プ

　（　・構内に新設する　・既存建物の一部を使用する）

原則として、国土交通省大臣官房官庁営繕部建築課営繕技術管理室監修の機械設備

枠組足場を設ける場合は、「手すり先行工法に関するガイドライン（厚生労働省平

１３

１２

１９

２０

２６

２７

１７

１８

　　２）設計用鉛直地震力は、設計用水平地震力の１／２とした値とする。

中　　間　　階

ただし、自動制御設備は当該設備項目による。

可とう電線管　　※金属製可とう電線管

２９

３０

（２）電動機出力、燃料消費量、圧力損失は、原則として表示された数値以下とする。

（１）機器類の能力、容量等は、原則として表示された数値以上とする。

１１月改訂版）による。

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の営繕工事電子納品要領（案）（平成１４年

　整備）

　　　　　　　２）電気設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、電気設備工事及び建築工事はそれぞれの工事
耐震措置の計算及び施工方法は、次に示す事項以外、すべて建築設備耐震設計・施工

特記なき電線は、６００Ｖ耐燃性ポリエチレン絶縁電線（ＩＥ／Ｆ）とする。

　※（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）　　・Ｅ（　　　　　　　）　　・Ｆ（　　　　　　　）

　※（Ｃ，Ｄ）　　・Ａ（　　　　　　　）　　・Ｂ（　　　　　　　）

工事種目

一式

　　　　標準水平震度を乗じたものとする。

　　１）設計用水平地震力は、機器の重量（自由表面を有する水槽その他の貯槽に

電気保安技術者

北海道開発局営繕工事事業用電気工作物保安規程

※厨房（天井内は含まない。），浴室，シャワー室　　　

室名に（　）を付けたものは、天井のない部屋（スラブ天井）を示す。

測定はパッシブ型採取機器により行う。

版）による。

２３

国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修の

工事機材承諾図様式集（平成１５年版）によるものとする。

　行う。

）とする。

非破壊検査は　・適用しない

他、

　　　　あっては有効重量）に、地域係数（＝１．０とする）及び次に示す設計用

（１）機器の据付及び取付け

本工事に必要な工事用電力、水及び諸手続などの費用は、すべて請負者の負担とす

管周囲の保護　　　※山砂の類（ただし、コンクリート管の周囲は掘削土の良質土）

　※適用する

　　　　　　　　　　　　　　　③旧ＪＩＳのＥｏ規格品

　種　類　／　受入れ施設　／　所在地　／　距離（Ｋｍ）　／　有料・無料

　種　類　／　受入れ施設　／　所在地　／　距離（Ｋｍ）　／　有料・無料

成１５年４月）」により、設置については同ガイドラインに基づく働きやすい安心

感のある足場とし、二段手すりと幅木の機能を有する部材があらかじめ備えられた

　　　　　　　　　仕様書を適用する。なお、電気設備工事の工事仕様書は（　　／　　）図、建築工事の工事仕様書

（１）本工事に使用する設備機材等は、設計図書（「設備機材等選定表」を含む）

　１）章は●印の付いたもの、項目は番号に○印の付いたものを適用する。

の

手すり先行専用足場型とするか、または改善措置機材を用いて手すり先行専用足場

型と同等の機能を確保するものとする。

標

・設けない

　　　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の

　　　ものとする場合は、監督職員の承諾を受ける。

　　　　　　ヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼンを放散しないか、放散が極め

材

公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（平成１６年版）（以下、「標準仕様書」という。）

１１

１４

屋内（露出部）　※薄鋼電線管　　　・同一外径ねじなし電線管

屋内（隠ぺい部）※合成樹脂製可とう電線管（ＰＦ管（単層管））

験

・　

　　受入時間帯　　　　（　　時　　分　～　　時　　分　）

　　受入施設名　　　　（　　　　　　　　　　　　　　）

２２

２１

　　４）上層階の定義は、次のとおりとする。

　　　　い。

真 

２５

２４

　　仮置場所　　　　　（　　　　　　　　　　　　）

　　受入場所及び距離　（　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）ｋｍ　）

その

１．５（２．０）

・屋内消火栓設備（・１号　・２号）・スプリンクラー設備・不活性ガス消火設備

の

１５

●

一

般

共

通

事

項

１階及び地下階

重要水槽とは（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

一式

名

　　に規程するもの又は、これらと同等のものとする。ただし、これらと同等の

方式及び種別

　　　　壁紙は、ホルムアルデヒドを放散しないか、放散が極めて少ないものとす

・直だき吸収冷温水機　　　・小形吸収冷温水機ユニット

　　　　　　　　　　　　　　　②建築基準法施行令第２０条の５第４項による

　　ホルムアルデヒドの放散量　　　該　当　す　る　建　　築　材　料

１．０（１．０）

建物別及び屋外

一式

施

・建築基準法　　・消防法

　・塩ビライニング鋼管

工

性能

　・補修を行う（　・ただし、仕上は建築工事とする）

　　　　　　　　　は（　　／　　）図による。

　　　　　　　　　調査方法（・図示による　・　　　　　　　）

改設

管

復

ダクト及び配管等の支持金物・吊りボルト等は本工事にて撤去する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　アルデヒドを放散しない材料使用
※要　・不要

び

１．０

室

　　　　　　　　　　　　　　　②建築基準法施行令第２０条の５第３項による

一式

一式

類橋

一式・　

一式

１．５

地中埋設部　　　※波付硬質合成樹脂管（ＦＥＰ）　　　・ポリエチレン被覆電線管

　　　　　　　　・厚鋼電線管（防食ビニルテープを施したもの）

の

事前調査　　　　・調査内容は下記による。

/環境開発工業（株）/北広島市北の里４１番地２７

１．０

一式

・　空　気　調　和　設　備

ＦＲＰ　・

・　給　湯　設　備

一式

/有料

/西濃運輸（株）

/有料

/

一式

・引渡を要するもの　（金属類　ただし、保温材は取外す）

配固定された備品・机・ロッカー等の移動

補

及

持

塗

あ仮

装

接

仮設間仕切り種別

・床の補修

下記の金属電線管は塗装を行う。

・既存完成図（ＣＡＤデータ）の修正を行う。

事
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御制視

事工改※吹出口にフィルターをはさむ等の塵埃飛散防止対策

下記のものは、空気調和・暖房設備の当該項目を適用する。

一般湯沸器排気フード　　　　※別途工事　　　・本工事

℃

℃

冬季

夏季

設計温湿度条件

（ＤＢ）

煙 状排

運転再開前の処置

運転再開前の処置

・ダクト内清掃

※吹出口廻りの居室内壁面及び家具等の防塵対策

修

貫通ス

　　　ないように施工する。

法

温

等付

（１）「特定製品に係わるフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律

排気フードの補強、支持金物、接合材等はアングルフランジ工法ダクトの当該事項

・コーナーボルト工法（・共板フランジ工法　・スライドオンフランジ工法 ）

監督職員の指示による。

（プレス式継手の場合はダブルプレス形とする。）

取付部は下記による。圧温　度

ただし、水道事業者の規定がある場合は、それによる。

工ク

温

防

度

ク

井点

堤

画貫

　　※（試験方法は、改修標準仕様書第２編第２章第７節２．７．３による。）

ステンレス管の５０Ａ以下の場合は青銅弁とする。

工事

表４．２．１２使用する電線類の規格による。（機器、盤類を除く）

ネック径が２００φ以下のもの

ト量

４ 設

搬入・搬出に既設エレベーターは（　・　使用できる　　・　使用できない）

設けない　※設ける（直径８０φ以上のフランジ付きとし、短管部を取付ける。）

・設けない　・設ける（電源は、ボイラ及び冷温水機制御盤の２次側より取出す。）

）

の

形　　状　　　　・パネル形　（・天井取付　　・壁取付　）

　　　　　　　　・スリット形（・天井取付　　・壁取付　）

※吹出口廻りの居室内壁面及び家具等の防塵対策

リー、壁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　円形ダクトを除く

部処理

・　冷温水ヘッダー（往）及び冷温水ヘッダーの各返り管

　　外気取入れダクト及びレタンチャンバー

・　その他図示する箇所

・　冷凍機の冷水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

クトの

ただし、水道事業者の規定がある場合は、それによる。

管材がステンレス鋼管の場合６０Ｓｕ以下はＳＡＳ３２２とする。

・不要　　　　・要（・別途工事　　・本工事　　　　　　　　

ク

・　合成ゴム製　・　ベローズ形

・　冷凍機の冷水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

・　ボイラーの温水管（返り）

・　熱交換器の温水管（送り、返り）

ダ 別

　　　　　　　　　　　　ジョイントを使用してもよい。）

　　　　　　　・排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管

煙 定排

チャンバー等

保

測量風

１ ダ

ダ

付枠の扇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　満油警報　・　減油警報　・　遠隔警報

２５０×（長さ＋１００）×３００Ｈ

鋼板製タンク及びステンレス鋼板製タンクの保温　　　※要　　・不要

・アルミニウム合金製　・合成樹脂製　・ステンレス製　　

※吹出口にフィルターをはさむ等の塵埃飛散防止対策

ＢＬーＳ，ＢＬーＤ

１０

１２

１４

１６

（５）線状吹出口には、下記の消音チャンバーを設ける。

ダクト

（はりせいの１／１０以下かつ１５０φ未満）

補強鉄筋

相当直径３００以上

盤類、ダクト、消火栓箱、吸込

測定用

工

種

・ＧＬー

（ＤＢ）

温　度 湿　度

内音消 施工する箇所は、図示したダクト及びチャンバー類とする。

ク

ト

２

置

４

２

４５０以下 ７５０以下

・試験範囲（※新設配管　・既存配管（　　　　　　）　　・システム全体）

　　　　Ｐ－ＰＤ

呼び径６５Ａ以上の弁は、バタフライ弁とする。

　鋼板製

　る樹脂製

・耐候性を有す

・ステンレス

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日

調
整
者

図面
番号

口、吹出口、換気扇、大便器等

相当直径３００未満

）

金

類

３７

４

央

・　空気調和機の冷温水管（送り、返り）

　　　（還水）※圧力配管用炭素鋼鋼管（黒管）Ｓｃｈ４０　　　

・　熱交換器の温水管（送り、返り）

・　その他図示する箇所

・　２５０Ａ用　個）は付属とする。

・　冷凍機の冷水出口　　　　　　　　　※固定式　・　着脱式

調整年月日

工事名 札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

監

・コーナーボルト工法（・共板フランジ工法　・スライドオンフランジ工法

による。なお、着脱式の場合の支持部（・４０Ａ用　個　　・１００Ａ用　個　

瞬間流量計はピトー管方式によるもので止水コック付とし、形式及び取付部は下記

・　直だき吸収冷温水機の冷温水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

地中　・水道用ポリエチレン管（１種）

８

ば

既

深

トの種

の再 用

装計

６

１

●

空

気

調

和

・

暖

房

設

備

３４

厨 等板房

の

継

タ 

％

弁

電気工事

工事用車両の駐車場所　　・　図示　（　　）

ッ

瞬間

風定

壁、

込

（

（

（

案 板内

入んけ

管縮

℃ ％

下

％

％ ℃

石 れ水

計

ル

洗器便

小 置便

・露出形　　　　　・埋込形２

標準図施工６６（ｂ）による。

大

御 弁

６

本工事に使用する電線類はＥＭ電線とし、規格は標準仕様書第４編

・ロータンク（・手洗いなし　・手洗い付）

器用節

タ 用浄

水

制御弁の接続口径は、参考とする。

・要（・本工事　　　・別途電気工事）　　　・不要

・有　　　　　　　　　　　　　　　・無

装３

便 洗浄

置電

装

ン

水 器量

・集合感知フラッシュ方式（タイマー機構付）（・隠ぺい　・露出）

小 管

便大風

水 器

洗浄量を制御するものとする。

ク

制

装源

材管 料

屋内設置

補強を要しないもの

・　空気調和機（パッケージ形を含む）のサプライチャンバー、レタンダクト、

・　直だき吸収冷温水機の冷温水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

ＪＩＳの呼び圧力５Ｋとする。ただし、特記部分はＪＩＳの呼び圧力１０Ｋとする。

ボイラーのバランス管及びバランス管に接続する給水管（補給水側の弁まで）は配

の

のト

気 取

天

及 ５

油　管（一般）※配管用炭素鋼管（黒管）　　　

　　　（土中）・ポリエチレン外面被覆鋼管

・個別感知フラッシュ方式（・埋込形　・露出形　・小便器一体形）

自　動　水　栓４ 電源供給方式（ＡＣ１００Ｖ）

水槽の

部取付

利

油面制御装置の機能は、右記による。　・　給油ポンプの起動及び停止

ガ

〇

〇

〇

〇

）※水道事業者の指定深度（　　ＧＬ－１０００

指定工種 施工可能時間帯

・　屋外露出（外壁）

１般事務室の施工及び
騒音・振動が発生する工事

上記以外の騒音・振動が無く
執務に影響の無い範囲

土日祝日　　　8:30～17:15

平日　　　　　8:30～17:15

ト

ＢＬーＴ，ＢＬーＫ

線

配管

配管

イオ

修改

等

電 管

力

絶縁フランジ 図示の箇所に取り付ける。

　・厨房系統　　　　　・浴室（シャワー室、脱衣室を含む）系統

〇

〇

〇

〇

ただしプレス式継手の場合はダブルプレス形とする。

管材がステンレス鋼管の場合６０Ｓｕ以下はＳＡＳ３２２とする。手

・メカニカルタイプ　・風速センサータイプ

冷温水管　　　※配管用炭素鋼管（白管）

・一般配管用ステンレス鋼管

んじ

器

特　　記　　事　　項

（ＲＨ）

・ステンレス

　めっき鋼板製

　鋼板製

％％

配気 配

湿　度

外気条件

・ダクト内清掃

運転再開前の処置

　めっき鋼板製

　鋼板製

　る樹脂製

・耐候性を有す

〇

〇

〇

〇

小便器用節水装置の制御盤以降の配管配線

電極棒（保持器共）及びレベルスイッチ

型 枠通貫

開放装置　　　　・電気式　　（　遠隔操作　　・要　　・不要）

線配

コン、全熱交換ユニット及び空気清浄機と
操作スイッチとの渡り配管配線

自動制御盤と動力盤との信号線の配管配線
（接地共）

（ダクト、チャンバーの接続用フランジを含む）

（排水トラップ共）

補強鉄筋

）

施工時間等

備考

自動制御盤と動力盤との電源用配管配線
（接地共）

補強鉄筋

補強を要しないもの

補強を要するもの

特記した基礎

天井取付けのＦＣＵ、ＦＣＶ、ルームエア

機器付属の制御盤への電源供給及び信号線の

機器付属の制御盤以降の二次側配管配線（接地共）

配管配線（接地共）

１

３

１

　る樹脂製

　鋼板製

　る樹脂製

・ステンレス

ニ

料

ドレン管　　　・配管用炭素鋼管（白管）

他工種との取合い
機械工事 建築工事

再

試

）

）

（ＲＨ）

湿　度

継

油

流

湯

（ＲＨ）（ＤＢ）

湿　度

温

貼 り

　り２ｍ」は保温する。

のト

適

完　 成　 図　 面

リ

験の

ン パ

ッ

中

・「外気取入れ用ダクト」、「外気取入れ用チャンバー」、「排気ダクトの外壁よ

の

　　　　　　　・配管用炭素鋼管（黒管）

沸

・　屋外露出（屋上）

●

自

動

制

御

設

備

●

衛

生

器

具

設

備

〇

〇

利用

計

火区

・　空気調和機の冷温水管（送り、返り）及び三方弁装置後の冷温水管（返り）

タ 

冷媒管　　　　※断熱材被覆銅管（保温共機器製造者標準品）

大便器洗浄弁７

絶縁フランジ

〇

（３）外壁に面するガラリに直接取付けるチャンバー及びホッパーは雨水の滞留の

（２）空気調和機に取付けるサプラインチャンバー、レタンチャンバー及びダクト

（６）天井付制気口には、（制気口寸法＋１００）×２５０Ｈの制気口ボックスを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　返油ポンプの起動及び停止

℃ ％

親メーター用　　・水道事業者の指定品　　・標準図（機材６２）

親メーター　　　・借用　　　・買取り

一般　・水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管　・ＳＧＰ－ＶＡ　・ＳＧＰ－ＶＢ　・ＳＧＰ（

・　冷凍機の冷却水出口　　　　　　　　※固定式　・　着脱式

・　ボイラー又は熱交換器の温水出口　　※固定式　・　着脱式

・　空気調和機の冷温水入口　　　　　　※固定式　・　着脱式

・　冷温水ヘッダーの各送り管　　　　　※固定式　・　着脱式

水 柱栓

℃ ％

６

４

５

７

備 目項

利用

の

置制面

厨房設備の排気ダクト（亜鉛鉄板）はアングルフランジ工法とし、板厚は次による。

厨房・湯沸室の排気ダクトで天井内に隠ぺいする箇所は、標準仕様書第２編ダ 断

円形ダクト

り み壁、

５Ｋとする。

※低圧ダクト　　・高圧ダクト１

・アングルフランジ工法

３

台し

２６

２５

２０

１９

屋外・屋内露出の配線は、図面に特記のない限り金属管配線とする。

天井隠ぺいの配線は、図面に特記のない限りケーブルころがし配線とする。

防外

換

リラ

下

及

室　　　内（調整目標値）

（ＤＢ）

℃℃

・　屋内露出（一般居室、廊下） ・　機械室、書庫、倉庫２３

２４

温　度

トッ

矩形ダクト

熱

４

・高耐食溶融亜鉛

適

・膨張管及び膨張タンクよりボイラー等への補給水管の保温は、標準仕様書

資材置き場　　・　図示　（　）

１３

２００×（長さ＋１００）×３００Ｈ

水道直結部分はＪＩＳの呼び圧力１０Ｋとし、その他の部分はＪＩＳの呼び圧力

　　　　　　　・被覆銅管（塩化ビニル又はポリエチレンで被覆したもの）　　　

）

補強を要するもの

・アングルフランジ工法

図示の箇所に取り付ける。

装外

　シウムめっき鋼板を示す。

給油設備の当該項目を適用する。

８

２

５

３

）

油 装

配線

井 解

項備設

膨張管、通気管、空気抜管及び膨張タンクよりボイラーへの補給水管は、配管用炭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（・ＳＧＰ－ＶＡ　・ＳＧＰ－ＶＢ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（・ＳＧＰ－ＰＡ　・ＳＧＰ－ＰＢ）

　　　　　　　　　　　（接合には、標準仕様書第２編２．１．２．５によるＭＤ

〇

法

別ク

・衛生陶器取付け形　　・壁付け形　　　・カウンター取付け形

の

ト

御

検、天

ー

）

の

床 ブ

ダクトの直径（mm） 板厚（mm）

項　　　目章

・水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管　・ＳＧＰ－ＰＤ　・　

・フランジ付ポリエチレン粉体ライニング鋼管　・ＳＧＰ－ＦＰＤ　・　

・水道用硬質塩化ビニル管　・ＶＰ　・ＨＩＶＰ

・フランジ付硬質塩化ビニルライニング鋼管　・ＳＧＰ－ＦＶＤ　・　

温　度

（ＲＨ）

湿　度

※吹出口廻りの居室内壁面及び家具等の防塵対策

図面に特記なき場合は、洗浄水量が４Ｌ／回以下であり、また、使用状況により、

（

（

（

　　　設ける。なお、消音内貼については特記による。

・メカニカルタイプ　・風速センサータイプ

（２）ピストンダンパー　復帰方式（※　遠隔　・　　　　　

　　　　　　　　　　　　０．７Ａ以下）

の排気

ピン

び

％

℃

執務者　　・　有　　・　無

１５

１７

１８

２７

ダ排気 厚の

図示する箇所に設ける。

※低圧ダクト　・高圧ダクト１

示計及び油面制御装置の各２次側配管配線

地震感知器、ばい煙濃度計、遠隔油量指

整合 調

）

３５

３６

１１

　　　　風量測定口、チャンバー等、ダンパー、定風量ユニット、消音内貼り、保温。

建築設備定期検査業務基準指導書（（財）日本建築設備安全センター）の排煙風量

水道用ポリエチレン管の接合は、金属製継手によるメカニカル接合としてもよい。

フ

蓋下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＧＷ２５　の消音内貼を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＧＷ２５　の消音内貼を行う。

（４）シーリングディフューザー形吹出口には、下記の消音チャンバーを設ける。

　　　系で消音貼りしたチャンバーには、点検口を設ける。なお点検口の大きさは

）

総

板厚（mm）ダクトの長辺（mm）

〇

〇

６

５

フ３ 排

架台、アンカーボルト

屋外設置（架台、アンカーボルトを除く）

屋上設置（架台、アンカーボルトを除く）

ｔ

ｔ

種

　　　図示による。

継

設 さ

・室内気流及びじんあいの測定　・騒音の測定

・風量調整　・水量調整　・室内外空気の温湿度の測定

総合調整完了後、各調整結果をまとめた測定表を提出する。測定箇所等は

２８

１１

１０７

ニ

ユ

　　　　－ＶＤ

　めっき鋼板製

・ステンレス

　めっき鋼板製

ーダ

地 補

床

＊

類

継 手

クト

（２）「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」に従った場合

　　　　（ア）特定家庭用機器廃棄物管理票（家電リサイクル券）の写し

・試験範囲（※新設配管　・既存配管（　　　　　）　・システム全体）

冷凍機等の撤去に伴う冷媒回収を行なった場合は以下の書類を監督職員に提出する。

配

加湿用給水管　・水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管

試

埋

納

ク

冷温水及び冷却水の呼び径６５Ａ以上はバタフライ弁とする。

油用の仕切弁、逆止弁はマレアブル鋳鉄弁又は鋳鋼弁とする。

・　直だき吸収冷温水機の冷温水出口　　※固定式　・　着脱式

・　直だき吸収冷温水機の冷却水出口　　※固定式　・　着脱式

１．２以上

１．０以上

０．６以上

厨房用排気フード　　　　　　※本工事　　　　・別途工事

３．１．５の「排気筒」の項により断熱する。

　　　　　　　　・ダンパー形（・天井取付　）

別

口

の

回

・フランジ付硬質塩化ビニルライニング鋼管　・ＳＧＰ－ＦＶＡ　・ＳＧＰ－ＦＶＢ

・水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管　・ＳＧＰ－ＰＡ　・ＳＧＰ－ＰＢ　・ＳＧ

・フランジ付ポリエチレン粉体ライニング鋼管　・ＳＧＰ－ＦＰＡ　・ＳＧＰ－ＦＰＢ）

・水道用ステンレス鋼管　　・水道用ダクタイル鋳鉄管

４００×４００×２５０Ｈ

５００×５００×３００Ｈ

０．８以上

０．６以上

）（定格入力ＤＣ２４Ｖ、

（１）防煙ダンパー　　　操作方式　瞬時通電式又は電動式（定格入力ＤＣ２４Ｖ、

℃ ％

※吹出口にフィルターをはさむ等の塵埃飛散防止対策

収

管の保

　第２編３．１．４の（・冷温水管　・温水管）の項による。

　（・冷温水管　・温水管）の項による。

　３．１．５の排水管の項による。

の管

保

管用炭素鋼管（黒管）とする。

素鋼管（白管）とする。

・ダクト内清掃

ド

による。

気

地

遠隔式油量指示計　　※設ける　　・設けない

　　　（フロン回収破壊法）」に従った場合

　　　　（イ）フロン類回収証明書

　　　　（ア）第一種フロン類回収業者登録通知書の写し

〇

〇

〇

〇

〇

　　　　　　　・水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管

　　　　　　　・水道用ステンレス鋼管

　　　　　　　・一般配管用ステンレス鋼管

既設エレベーターの利用

※山留め　（※無　　　有）

総合調整の項目

工施 条 件

屋外に設置する危険物表示板等の材質はアルミニウム製とする。

クケースに入れ、監督職員の指示する場所に設置する。

手

８

３

２

１

（

（

タンク室を（・設けない　・設ける）　　　コンクリートく体　・別途工事　・本工事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乾燥砂　　　　　　・別途工事　・本工事

床

防

口

いば

形の口

１．０以上

１．２以上

０．８以上

和 の器

１４

３

２

１

弁

井 切

強び

ユ量

の検査方法に準ずる

※亜鉛鉄板製　・普通鋼板製

濃煙 度

口

図面に特記なき場合の洋風便器の洗浄水量は１０．５Ｌ／回以下とする。

配線

　及び屋外架空配管は除く。

温

目

床 ール

事工

〇

ーり貫通

流量

ン

・蒸気還り管の保温は行わない。ただし、屋内露出（居室・廊下）の立管

機 の器 基 礎

〇

〇

〇

〇

〇

ス

（ＲＣ、ＳＲＣ）

工　　事　　内　　容

体天

再既

　ダクトの系統

材管

〇

〇

〇

〇

ネック径が２００φをこえるもの

マンホ

は ブ

（保温化粧ケース）

注）高耐食溶融亜鉛めっき鋼板は高耐食溶融亜鉛－６％アルミニウム－３％マグネ

・耐候性を有す

設既

○

排

煙

設

備

●

一

般

共

通

事

項

●

空

気

調

和

・

暖

房

設

備

●

空

気

調

和

・

暖

房

設

備

ステンレス管の５０Ａ以下の場合は青銅弁とする。

鋼管用（・　ベローズ形　・　スリーブ形）

取付部は下記による。なお、温度計はバイメタル式温度計とする。計

手

グ

の他

冷媒

●

換

気

設

備

）

●

給

水

設

備

機器等の取扱い方法及び系統を書いた図面呼称Ａ１の図面（　　枚）をプラスチッ ・水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管　・ＳＧＰ－ＶＤ　・　

７５０を超え１０００以下

１２５０を超えるもの　　　

１０００を超え１２５０以下

４５０を超え１２００以下

配

量 桝

９

　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

９

（１）内貼りを施すチャンバーの表示寸法は外法を示す。

杭は、　　・無　　・有（ただし、杭は別途工事）

１８００を超えるもの　　　

１２００を超え１８００以下

７

ード室

シールする排気

用

設 クダ

他 設

引込

の

・耐候性を有す

・高耐食溶融亜鉛 ・高耐食溶融亜鉛 ・高耐食溶融亜鉛

・空気調和機及びファンコイルユニットの排水管の保温は、標準仕様書第２編

・建物内の空気抜管（空気抜弁まで）の保温は、標準仕様書第２編３．１．４

２１

２２

験

（ＲＨ）

のダ

定測

・水道用ステンレス鋼管

通

使用範囲

材　　質

の 用

い 量

クダ

測 定

ダ

計

伸

振

一般系統

温　度

（ＤＢ）

風変

風 量

トの

媒冷

　　　　　　　　　　　　０．７Ａ以下）

　　　　　　　　　　　　復帰方式（※　遠隔　・　　　　　　

冷却水管　　　※配管用炭素鋼管（白管）

蒸気管（給気）※配管用炭素鋼管（黒管）　　　
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・連結送水　　　　　　　　階床以下

・連結散水

１６Ｋとする。

ＪＩＳの呼び圧力５Ｋとする。ただし、特記部分はＪＩＳの呼び圧力１０Ｋ又は

　　　　　　　（・ＳＧＰ－ＶＳ　・ＳＴＰＧ３７０－ＶＳ（白管）Ｓｃｈ４０）

地中　　・消火用硬質塩化ビニル外面被覆鋼管

一般　　・配管用炭素鋼管（白管）

目

設備器材等選定表

特　　記　　事　　項

地中　　・ガス用ポリエチレン管　　　　・ポリエチレン被覆鋼管

２部

２部

２部 ２部

２部

３部

完成図　③　①の縮小原図（Ａ３）　　バラ　　　　［注］（２）　　　　　　

機器の寸法

６ 気

提

５

水４ 表

・設置する　　　　・設置しない

杭は　　　・無　　・有（ただし、杭は別途工事）

・ユニット型　　　　　・現場施工型 

付属制御盤以降の配管配線は本工事とする。

基礎コンクリートは　　　・別途工事　　・本工事

使用開始後６ヶ月を経過した日から２ヶ月間に厚生労働省令に定めるところにより水質

排

１

３

４

配 料管 材

の質

工 範事

送気管及び弁類は製造者の標準とする。

出

品

２

３
○

浄

化

槽

設

備

○

消

火

設

備

項　目 ＮＯ 名　　　称 提　　出　　形　　式

囲

１ 形

消２ 毒 １ヶ月相当分を納入する。

部　数

監督職員

　　　　①　原図（Ａ１）　　　　ホルダー収納　　　　　　　　　　 １部 １部

１部１部

１部

　　　　　機　　　　　材　　　　　名 　　　　製　造　業　者　等

タ

ン

ク

ＦＲＰ製パネルタンク 株式会社　ブリジストン

※工事範囲

都市ガスの配管材料はガス事業者の供給約款による。

図示による。

・都市ガス　　・電気

１

２

３

概略寸法とする。

加

弁 類

材管 料配

都 ス市 ガ

ガ油石化

●

排

水

設

備

●

給

湯

設

備

●

厨

房

設

備

●

ガ

ス

設

備

・ビニル管（・ＶＰ　　・ＶＵ　　・ＲＳ－ＶＵ　　・ＲＥＰ－ＶＵ）

（厨房以外）

納放 付

桝３

継２

　　※（試験方法は、改修標準仕様書第２編第２章第７節２．７．４による。）

式

剤

配 類管材料

事工改修８ の

試７

ただしプレス式継手の場合はダブルブレス形とする。

表－１　「完成図等一覧表」

及び弁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

験５ 工改修 の事 試

・屋内消火栓　　・易操作１号消火栓　　・２号消火栓２

煙

保６

試水満４ 験

）

引込負担金等　　　・不要　　　　・要（※別途工事　・本工事）

材

・配管用炭素鋼管（白管）　・排水、通気用鉛管

・メカニカル形排水用鋳鉄管　　　　　　・排水、通気用鉛管

・排水用タ－ルエポキシ塗装鋼管

屋内汚水管　　　・排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管料

図示の箇所に取り付ける。３

事

４ 弁

２ 継

材１ 管

験

通気管の外壁より２ｍは保温する。

験

温

※行わない　　　　・行う

インバート桝、ため桝、ブロー桝及びふた等の形状、寸法は図示による。

手 図示の箇所に取付ける。

・１．０ＭＰａ（　　　　　　　　）

・１．６ＭＰａ（　　　　　　　　）

管の接合　　　　　　・配管用炭素鋼管（白）の接合には、標準仕様書第２編

ス液

・０．５ＭＰａ（　　　　　　　　）の栓消火

屋内雑排水管　　・排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管

排 の６

工５ の修改

　　※（試験方法は、改修標準仕様書第２編第２章第７節２．７．５による。）

○

●

１４
４

完　 成　 図　 面

配

給湯器の排気筒（強制排気形）で天井内に隠ぺいする箇所は、標準仕様書

第２編３．１．５の「排気筒」の項により断熱する。

熱

　　※（試験方法は、改修標準仕様書第２編第２章第７節２．７．３による。）

験

ＪＩＳの呼び圧力５Ｋとする。ただし、特記部分はＪＩＳの呼び圧力１０Ｋとする。

ステンレス管の５０Ａ以下の場合は青銅弁とする。

調整年月日

工事名 札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日

調
整
者

図面

管

呼び径６５Ａ以上の弁は、バタフライ弁とする。

類

手

・銅及び銅合金継目無管（硬質Ｍ）　・一般配管用ステンレス鋼管料

試

金

継

開

項　　　目

　　　　　　　　　　　　　適用範囲　・屋内消火栓　　　　　　　階床以下

ガスメーター　　親メーターはガス供給業者より借用、子メーターは買取りとする

ガスボンベ　　　　　・買取り　　　・借用

ガスメーター　　　　・買取り　　　・借用

ガス漏れ警報器　　・本工事　　　・別途工事（

集合装置　　　　　・標準図施工７０、７１による。　　　　　　本組

章

　　　　　　　　　　外部警報端子（・無　　・有）

転倒防止用の容器固定具、鎖　　　　　※本工事

ボンベ置場のコンクリート基礎　　　・別途工事　　・本工事

１

３

・塩化ビニル被覆鋼管　　　　　・ポリエチレン被覆鋼管

一般　　・配管用炭素鋼管（白管）　　　・圧力配管用炭素鋼鋼管

大 力

継手（白管）露出の項により塗装する。

・ガス供給者の指定深度（　　　　　　　　　　　　　　・ＧＬー

建物内配管（厨房内を除く）は、すべて標準仕様書第２編３．２．１．４の鋼管及び

さ深

・塩化ビニル被覆鋼管

式熱

の 他

試

断筒気

流５

番号

方

そ

・水道用ステンレス鋼管

管材がステンレス鋼管の場合６０Ｓｕ以下はＳＡＳ３２２とする。

　　　　　　　　　　　　　適用範囲　・不活性ガス（二酸化炭素消火を除く）

・圧力配管用炭素鋼鋼管（白管）ＳＴＰＧ３７０　Ｓｃｈ８０（継目無鋼管）

・連結送水　　　　　　　（上記以外）

・スプリンクラー　　　　（上記以外）

　　　　　　　　　　　　　適用範囲　・屋内消火栓　　　　　　（上記以外）

・圧力配管用炭素鋼鋼管（白管）Ｓｃｈ４０

・スプリンクラー　　　　　階床以下

等 閉弁

圧最 用使

絶縁フランジ

で３０％以上使用されているものとする。

排水用再生硬質塩化ビニル管（ＲＳ－ＶＵ，ＲＥＰ－ＶＵ）は

使用済塩化ビニル管を原料とする塩化ビニルが製品全体重量比

屋外汚水　雑排水管　・遠心力鉄筋コンクリート管

・試験範囲（※新設配管　・既存配管（　　　　　　　　　　　　）　　・システム全体）

・試験範囲（※新設配管　・既存配管（　　　　　　　　　　　　）　　・システム全体）

・試験範囲（※新設配管　・既存配管（　　　　　　　　　　　　）　　・システム全体）

種火栓内屋 消 別

・不要　　　　・要（・別途工事　　・本工事）等

排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管の継手はクッションパッキン付とする。

流し等の床上の配管は、硬質塩化ビニル管（ＶＰ）でもよい。

手

配 管１

各図改設・撤去配管等数量表、配管付属品数量表、ダクト等数量表、機器表、衛生器具表、
免震継手数量表、免震架台数量表、を工事の対象とし、
平面図、詳細図、系統図、参考図及び免震継手概要図は参考とする。

○

○

計施設管理者

設埋４

塗５ 装

検査を受け、その水質表を提出する。

［注］（１）：表紙に年度・工事名・工期・請負者名・発注者名を、背張り面に年度・工事名を　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　記載する。

　　　　（２）縮小原図はマイクロ複写原図（材料：フィルム）とする。

　　　　による。

　　　　（３）ＣＡＤの作成方法は国土交通大臣官房官庁営繕部「建築ＣＡＤ図面作成要領（案）平成１４年版」

　　　　②　①の複写図　　　　　２つ折背張り製本［注］（１）　　

　　　　④　③の複写図　　　　　２つ折背張り製本［注］（１）　　

　　　　⑤　①のＣＡＤデーター　電子媒体　　　　［注］（３）　　　　　　　

　　　　　　　　　　２．１．２．５によるＭＤジョイントを使用してもよい。

通気管　　　　　　　・配管用炭素鋼管（白管）
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1000

モルタル

③（雨水）

④（雨水）

⑤（雨水）

⑥（雨水）

⑦（雨水）

⑧（雨水）

Ａ(桝径600)

６０SUS

７５SUS

７５SUS

８０SUS

８０SUS

　　　給水系統図　

５０ＧＶ

３
，

４
０

０
３

，
４

０
０

３
，

４
０

０

１ＦＬ

３
，

５
０

０

２０SUS

５０SUS

１５５５

１５７５ ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋300

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋300

①（汚水）
1A（汚水） ②（汚水）

５００φ～６００φ

ＧＬ

Ｂ－Ｃ･･･Ｂのコンクリート丸蓋付桝 

桝側塊ＪＩＳ規格品とする

入孔縁石厚さ１５０以上

Ａ－Ａ･･･ＡのＭＨＡ丸蓋付桝 

排水桝標準図

９００φ

Ｈ

②（雨水） ③（雨水）

④（雨水） ⑥（雨水）⑤（雨水） ⑦（雨水）

⑧（雨水）
150VP

150VP

150VP

 改設 屋外衛生配管平面図 　　　　　Ｓ=１／２５０

150VP 200VU 150VP 200VU 150VP 200VU

図面記入例

（単位   ）ｍｍ

桝本体は鉄筋コンクリート管とする。

径１９ｍｍの合成樹脂被覆加工を行った足掛け金物を取付ける。

泥溜桝の場合の桝深さは泥溜底までの深さとする。

桝径９００のものは、防錆処理を行った径２２ｍｍの鋼製又は

桝天端は舗装部分ＧＬ±０、その他の部分ＧＬ＋２０とする。

インバート

インバート

１２０１～１６００

２００１～２５００

１６０１～２０００

　５０１～　８００

　８０１～１２００

桝底部の地業は再生クラッシャラン（４０ｍｍ級）とする。

桝深さ１ｍ未満のものは１ｍものを使用する。

（泥溜深さ１５０）

桝径

９００

６００

５００　４５０～１０００

２６０１～３０００

２００１～２６００

１６０１～２０００

Ｃ

Ｆ

Ｅ

Ｄ

ＰＷ

８０SUS

８０SUS４
，

６
０

０

２ＦＬ

３ＦＬ

４ＦＬ

５ＦＬ

６ＦＬ

ＲＦＬ

３
，

４
０

０
３

，
４

０
０

３
，

４
０

０

③（汚水） ④（汚水）

⑥（汚水）

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋300

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋300

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋300

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋300

１

１

１

１

１

１

１

①（雨水）

②（雨水）

建
築

工
事

１

22
,5

00

　改設　桝数量表

桝番号 桝名称

排水桝寸法表

９００

９００

９００

１００１～１６００

１００１～１６００

桝深さ（Ｈ）

１６７０

１７４０

１９２０

２１５０

イ

イ

イ

嵩
上

げ
高

さ

ア

ア

ア

ア

イ

イ

１５５５

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋300

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋300

塩ビ汚水桝

塩ビ汚水桝

塩ビ汚水桝

塩ビ汚水桝

塩ビ汚水桝

塩ビ汚水桝

桝番号 桝名称 桝記号 数量 蓋

１

Ｄ　～　防護蓋（Ｔ１４）

Ｔ８　～　防護蓋の耐荷重８ｔｏｎとする。

Ｔ１４～　防護蓋の耐荷重１４ｔｏｎとする。

例　　ア－Ａ表現方法

接続がＶＰ管の場合は変換アダプターを使用する。

鋳鉄蓋

塩ビ雨水桝

塩ビ雨水桝

砂基礎

桝本体は硬質塩化ビニル製とする。

保護蓋鎖付

塩ビ桝標準図 （１）

２００

Ｈ

ＧＬ

１
５
０

ｍｍ

インターロッキング部土工断面図

３
０

０

▽GL

６００

６００

６００

桝蓋径

６００

５００

蓋  記  号

イ イ

イ （雨水） ２ｺﾝｸﾘｰﾄ製雨水桝

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋600

ア- Ｃ

Ｃ

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋600

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋600

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋600

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋600

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋600

以降既設管に接続

Ａ

Ｂ

桝記号

（単位   ）

ＢはＭＨＢ丸蓋

ＡはＭＨＡ丸蓋

Ｃはコンクリート丸蓋

６００

蓋MHB-600φ

ｺﾝｸﾘｰﾄ製雨水桝(泥溜桝)

2A（雨水） 塩ビ雨水桝 ウ-Ｃ １

1

水抜き栓ﾎﾞｯｸｽ B3-A（鋳鉄製）

排 水  目 皿 D-80

ｺﾝｸﾘｰﾄ製泥溜桝 600φ×1000Ｈ

2

数量

水 抜  き 栓 13φ×1000Ｌ 1

1

1

１

１

１

①（汚水）

②（汚水）

塩ビ汚水桝

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋300

桝深さ

20

20

25 30

５
１４

ｺﾝｸﾘｰﾄ製雨水桝(泥溜桝)

ｺﾝｸﾘｰﾄ製雨水桝(泥溜桝)

ｺﾝｸﾘｰﾄ製雨水桝(泥溜桝)

ｺﾝｸﾘｰﾄ製雨水桝(泥溜桝)

ア-

桝蓋嵩上げ要領図　ＮＯ．Ｓ

コンクリ桝平面図 コンクリ桝断面図

靴洗い場 衛生器具表

名　称 仕　　　様 備　考

水　　　　栓 13-Ｆ12

鋳鉄製格子蓋350角300×300

塩ビ桝断面図

インターロッキング化粧蓋（参考型番Ｍ１Ｂ-２-３００）
アンカーボルトＭ８

基礎ブロック（公園用フェンスブロック）５００×５００×２５０Ｈ

砕石

１
５
０

インターロッキング化粧蓋

（参考型番ＭＩＢ-２-６００）

砕石

696152 152

道
路
境
界

線
11

8,
18

0

鉄塔

66,000

インターロッキング

アスファルト

Ｌ

既設汚水桝

①（雨水）

１６９０

１７１０

１７２０

１８２０

桝深さ

１４００

１４５０

１６２５

桝記号 数量 蓋

１

１

１

１

１

ＢＦＬ

1A（汚水）

2A（汚水）

2B（汚水）

2C（汚水）

2D（汚水）

１６５５

１６８５

発電機室

道路境界線109,091

４

機
械

設
備

工
事

  
埋

め
戻

し

機
械

設
備

工
事

  
埋

め
戻

し

管路山砂管路山砂

　改設　桝数量表

150VP 200VU 200VU

インターロッキング

歩 道 インターロッキング

50VP
50VP

20Pe

塩ビ汚水桝

塩ビ汚水桝

⑤（汚水） 塩ビ汚水桝 １

１

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋300

ア

密閉式内蓋２００φ

2A（汚水）

2B（汚水）

2C（汚水）

2D（汚水）

③（汚水）

④（汚水）

桝深さ Ｈ 備　考

ＧＬ＋２０ とする。

蓋 Ａ　～　鋳鉄蓋

Ｂ　～　塩ビ蓋

Ｃ　～　防護蓋（Ｔ８）

Ａ(桝径600)

Ａ(桝径600)

Ａ(桝径600)

Ａ(桝径600)

Ａ(桝径600)

ｺﾝｸﾘｰﾄ製雨水桝(泥溜桝)

８
０

掘削土

インターロッキングブロック

プライムコート

路盤材（再生材40ｍｍ）

排水管

８
０

３
０

０

靴洗い給水 機械補給水

厨房給水

喫茶給水

１
０

０
Ｈ

ＶＵ

ＧＬ

塩ビ桝寸法表 

桝天端は舗装部分ＧＬ±０、その他の部分

５０ＧＶ

５０ＧＶ

５０ＧＶ

５０ＧＶ

５０ＧＶ

受水槽室

ＴＷ

エ

オ

ウ

桝記号

ア

イ

インバート

インバート

インバート

150VP 150VP

⑤（汚水）

１９７０

番号
図面

４０SGP

完　 成　 図　 面

調整年月日

工事名 札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日

調
整
者

２０Pe

靴洗い場詳細図　Ｓ＝１/１００

泥溜桝水抜き栓

舗
装

補
修

建
築

工
事

舗
装

補
修

靴洗い場

20Pe

75VP

2A（雨水）

札幌開発総合庁舎

（庁舎Ａ）

コンクリート管６００φ

モルタル

１５１７

４４０

66,000
10,000市道　巾員Ａ Ｌ

150C

(150V)

既設汚水桝（H=1300）に接続

２０３５

⑥（汚水） 塩ビ汚水桝 １ ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ化粧蓋300イ ２０５０

受水槽室

既設水位観測井戸

油タンク

倉庫(大)

換気塔

ゴミ置場

発電機室

屋外機

倉庫(小)

800

塩ビ管２００φ

10
0

25
0

11
0

450φ

380φ

GL

GL

20
0

詳細図参照

靴洗い場

SUS20７５VP

以降平面図参照

７５VP

アスファルト部土工断面図

▽GL

掘削土

プライムコート

路盤材（再生材40ｍｍ）

細粒度アスコン（再生材）

給水管及び排水管

給水埋設表示ﾃｰﾌﾟ

参考資料2-4 解体撤去対象の既存庁舎等に関する資料 11

koda869
ノート注釈
koda869 : None

koda869
ノート注釈
koda869 : MigrationNone

koda869
ノート注釈
koda869 : Unmarked



改設 地下１階衛生平面図                Ｓ=１／１００

1雑用水用水中ポンプ 汚水槽内設置ＰＤ-１

自動運転、フロートスイッチ３個、ケーブル６.０m共

ＰＤ-２

ＰＤ

１

ＰＤ

２

ＰＤ

２

雨水用水中ポンプ ４０φ×１００Ｌ/min×５.０ｍ×３φ２００×０.２５ｋｗ

自動運転、フロートスイッチ３個、ケーブル６.０m共

２湧水槽内設置

災害時排水切替管５０,５０,１００,１００,

以降下部排水槽へ

以降受水槽室図へ

８０ ８０

１

Ａ

２

３

４

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ

ボイラー室

ＥＶ

ELVホール

ド
ラ

イ
エ
リ

ア

ドライエリア ドライエリア

ドライエリア
ドライエリア

書庫・倉庫

書庫・倉庫

ポンプ室

PS

階段（1）

ド
ラ

イ
エ

リ
ア階段（2）UP

釜場：600Wx600Dx600H

釜場：600Wx600Dx600H

倉庫

+800

+800

+800

FL±0

FL±0

書庫・倉庫

書庫・倉庫

ﾎﾞｲﾗｰ控室

仮眠室

2,500 4,220

1,
5
00

1,080 700

1
,5

0
0

7
,5
0
0

60
0

22
,
50
0

7
,5
0
0

7,
5
00

3,150 850

1,
25
0

950

65
0

4,
9
00

1,
95
0

2,550

1,
9
50

1,600

6,0006,000

1
,0

0
0

6,000

1,800600600 3,500 1,900 1,250 3,500 1,250

1
,0

0
0

6,0006,0006,000

66,000

6,000

3,100

1
,0

0
0

6,0006,000

1,5002,250

1
,0

0
0

600

6,000

1,500

6,000

2,000

1,
5
00

     改設 機器表

記　号 名　称 仕　　　　　　　　様 設置場所 数量 備　　考

40

以降屋外衛生配管図へ

４０（ドライエリア内配管）

１００
ＸＳ

１００
ＸＳ

１００

Ｘ
Ｓ

Ｘ
Ｓ

１００

８０

B1

Ba

Bb

４０

Ab

A2

C3

Cf

Cc

Cb

５０

４０,５０,

４０,５０,

４０

５０

ＭＨ Db

×

ＰＦＵ

１

ＰＦＵ-1 消火ポンプユニット ５０φ×３００Ｌ/min×６０ｍ×３φ２００×５.５ｋｗ

サクションユニット、ＳＵＳ製フート弁他付属品共

消火ポンプ室 １

    改設 器具表

バタフライ弁６５Ａ（雑排水）

バタフライ弁１００Ａ（汚水排水）

鋳鉄製ゲート弁65Ａ（汚水排水）

記号 名　　　　称 仕　　　　　　　様 数量 備　　　考

ロ

ハ

ニ

１

２

RD

80

８０

C1 C3C4 C5C4C2

C4

C3

F4 F5F4
F3 F7

D1

Ae

Cg

Ca

Cc

Cd

Da

F2

Ad

A1

Aa

Ca

C4

Cc

２０,５０

     改設 衛生器具表

名　称 仕　　　様 ボイラー室

１

備　考

１３-Ｆ５（Ｃ、Ｈ）

（2F～6F雑排水100A）
（2F～6F汚水150A）

（1F汚水100A）

（1F雑排水65A）

５０φ×１００Ｌ/min×１０.０ｍ×３φ２００×０.７５ｋｗ

２

Ca

Ｇ

Ｘ
Ｓ

65

３０
２５

廊下（1）

Ca

８０

８０ C3

Cc

屋内消火栓（再取付）

×

65

排水用手動切替弁

排水用手動切替弁

排水用手動切替弁

６５,１００,１００,１５０

65,100,100,150

Af

C1C1
８０

流し台 既製ステンレス製１槽シンク 1500L×550D×800H

８０

RD

８０

１００

屋内消火栓

×

×
６５

×

×
５０

65

６５

×

×

Ｇ Ｇ
Ｇ

Ｇ

外気加熱ユニット系統 隔測式ガスメーター ４号,ＧＣ２５

１～６階給湯室系統 隔測式ガスメーター６号,ＧＣ５０

厨房系統 隔測式ガスメーター２５号,ＧＣ５０×２個

屋内消火栓ボックス架台参考図  Ｓ=１／５０

６２０ ３５０

１
７

８
５

正面 側面

-100H×50W×5t×7.5t

主鋼材：Ｌ-50×50×6
塗　装：グレーサビ止め
台　数：２台

FB-6t×50W

２５m

２５m

２
５
m

50

ドライエリアの給水管は電気テープヒーター巻きとする。

槽通気口ＳＵＳ防虫網５０

ＦＬ＋２０００立ち上げ

以後暖房図参照4P(RB50)

BT20A

FJ(SUS)50×500

フート弁50（SUS）

100
RD

20SUS

25(SUS)

以後暖房図参照

＊特記無き配管は天井配管を表す。

＊ドライエリアの給水管、排水管は電気テープヒーター巻きとする。

F6

100,75

Cd

Ca

Ca

100

100

75

Ｇ

排水槽用排水ポンプ５０Ａ

65,100

Cb

Ce Ce

GV50
CV50

SUS20,20

A3 F1

50 50

１階便所詳細図へ

１階便所詳細図へ

RD

８０

ガス緊急遮断弁80A
バイパス用バルブ50A

D

50 100,80,150,100
SUS

以降屋外衛生配管図へ 以降屋外衛生配管図へ 以降屋外衛生配管図へ 以降屋外衛生配管図へ 以降屋外衛生配管図へ

以降屋外衛生配管図へ

以降屋外衛生配管図へ

排水用手動切替弁イ

３

鋳鉄製ゲート弁100Ａ（汚水排水）

鋳鉄製ゲート弁150Ａ（汚水排水）

１

１ホ 排水用手動切替弁

イ
ロ

ロ

ロ

ハ

ニ

ニ ホ

洗濯機用 ２ハンドル式混合水栓 １

１洗濯機排水金物 T5W2A-50

完　 成　 図　 面

調整年月日

工事名

図面
番号

札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日

調
整
者

50A

50A 50A 25A

80A

６

１４

参考資料2-4 解体撤去対象の既存庁舎等に関する資料 11

koda869
ノート注釈
koda869 : None

koda869
ノート注釈
koda869 : MigrationNone

koda869
ノート注釈
koda869 : Unmarked



Ａ

 改設 １階衛生平面図                Ｓ=１／１００

6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000
1,600

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ

7,
50

0
7,

50
0 多目的

入札公示室

打合室

便所

休養室

休養室

喫煙室

女子

休憩室

待合室

来庁者用

倉庫

ポーチ

湯沸室

便所

女子

男子

便所

ＥＶ

男子

契約課

風除室
守衛室控室

物置

経理課
ホール

S.S

S.S

S.
S

電気室
サーバー室

情報処理室

自販機スペース

入札室

食堂

更衣室

事務室

食品庫

棚

棚

風除室2

厨房

+200

±0
±0

廊下

EPSPS ±0

±0

±0

±0

PS

便所

ＬＡＮ機器室

煙突
スペース

倉庫
階段室（1）

階段室（2）

植栽

1FL-850
スロープ

マシンハッチ

1FL-850

1FL-50

マシンハッチ

植栽

1,60066,000

1FL-40

1FL-200 1FL-840

植栽植栽

SK

植栽

植栽

植栽 植栽

4,
80

5

柱面より

UP

DN

UP

DN

１

２

３

４

消火栓BOX

×

65

１Ｆ天井内配管６５

×

65

収納庫

7,
50

0

×

65

以降M3-7図参照

連結送水用送水口（双口）自立形 １００×６５×６５

Ｘ
Ｓ

１００

RD 80

×

80

１Ｆ天井
 配管８０

D

40

放流

完　 成　 図　 面

調整年月日

工事名

図面
番号

札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日

調
整
者

７

１４
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     改設 塔屋衛生平面図  　     Ｓ=１／１００

湯沸室

便所
女子 男子

便所

ＩＨ

6,0006,000

S.S

S
.
S

喫茶室

ＩＨＧＦＥＤＣＢＡ

１

２

３

４

6,0006,0006,0006,0006,0006,0006,0006,000

66,000

7
,5
0
0

7,
5
00

7,
50
0

22
,5

00

喫煙室

変更設計 庁舎Ａ 改設 2階～6階衛生平面図  　Ｓ=１／１００

８０SUS（２階）

５０ＧＶ

７５SUS（３.４階）
５０SUS（５.６階）

２０SUS

２０ＧＶ
M

20SUS

20SUS

完　 成　 図　 面

調整年月日

工事名

図面
番号

札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日

調
整
者

１４

８
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I

女子便所

湯沸室

男子便所

２

打合室

多目的便所

煙突スペース

　    改修１階便所衛生詳細図　         S=1:50

耐火壁新設
LGS下地

GB-R（両面）

47
5

汚物流しﾄｲﾚﾊﾟｯｸ

ＧF

3
00

90
0（860ﾀｲﾌﾟ）

更衣コーナー 用具入

ＳＫ

鏡(300x1500)

6,0006,0004,000

5,
0
00

2,000

和風大便器 Ｃ３１７Ｒ、ＦＶ

    改設 衛生器具表

名　称 仕　　　様

便所

女子

洋風便器

洗面器

タッチスイッチ洗浄ＦＶ（壁埋込）

（ＳＫ３５+ＴＭＧ４０ＷＱＶ１８）（Ｓ２０３Ｕ+ＢＦ-７１４６ＴＮＷ特）

１階

備　考

数量

１

１１

１

便所

多目的

２

４ ４

汚物流し

Ｃ９１０、ＦＶ

貯湯式、直接給水式、暖房便座付温水洗浄式便座

Ｌ３３１Ｒ+ＴＬ３０６ＲＧＡ

洋風便器

１

電気温水器（貯湯量６L×１.１KW×１φ１００V）

２

G

G

以降地下１階衛生配管図参照

※特記無き配管は口径２０φを表す。

75L

75

75L

75L

75L

25

4050

40 100

50,20

50,25

30

75L

100

50

25

25

100

25

25
30cu,
  25

25cu

100

25

50505050

25cu,
　25

25cu

25

40

40

1

２ｼｰﾄﾍﾟｰﾊﾟｰﾎﾙﾀﾞｰ ステンレス製 １

65

Ｌ５１１

化粧鏡 ６００×８００

１手洗器

１

再使用 新設

３

１

１

１

同上耐火カバー 1 1

２ １

50

50

Ｃ１１１１

（ＴＣＦ４３２１Ｖ８１）（ＣＷ－Ｅ３５ＣＫ＋ＣＷＡ１１６）

タッチスイッチ洗浄ＦＶ、シャワー付温水混合栓（サーモ付）、止水スイッチ付泡沫吐水シャワーヘッド

シャワーホース６００Ｌ、水石けん入れ（壁付）、ワンタッチ紙巻器（ＹＨ５２）

自動水栓、水石けん入れ（陶器取付）

化粧鏡

温風乾燥器

４５０×６００ ４ ４

１ １ １ １ＪＴ-ＭＣ１０７Ｅ

※　　　印の衛生器具は、新設。

２

40

40

50L

50L

50L

50L

75L

75L

100

50

100 100

以降地下１階衛生配管図参照

100100

20SUS

20cu

以降地下１階衛生配管図参照

完　 成　 図　 面

調整年月日

工事名

図面
番号

札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日

調
整
者

40 25
40

75

ＣＯ栓 50A

９

１４

H
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記号

変更設計 改設 機器表

名　称

80A ２

80A ２

50A ２

緊急遮断弁80A
(L=203)

緊急遮断弁80A
(L=203)

２

２

２

（ストレーナー（１０ｋ））

電極棒（LF5）

緊急遮断弁

11

80A ３

防振継手（合成ゴム製） 80A ３

Ｄ排水金物 32A 1

数量

給水１次側

２

防虫網 100A ２

仕　　　　　　　　　　　　　　様

改設　受水槽室詳細図　１／５０

FRP製パネルタンク　8,000×5,000×2,000H

中仕切り板有　13A給水栓用配管接続口X2付

ｵｰﾊﾞｰﾌﾞﾛｰ125A

GV10KF

名称 備考

ＴＷ廻り

AA

仕切弁（１０ｋ）

口径

フレキシブルジョイント（合成ゴム製）

フレキシブルジョイント（合成ゴム製）

仕切弁（５ｋ）

電磁弁装置

20A （３）

20A （１）

２

２

受水槽室

ＴＷ

吸込口径50mm以上　ユニット給水量640Ｌ／min

空転防止回路、外部一括警報出力用端子付き

　装置内容 （電磁弁）

（仕切弁（１０Ｋ））

ＰＷ 小型給水ポンプユニット

ボールタップ

定水位調整弁

フレキシブルジョイント（合成ゴム製）

タンク水抜用

オーバーフロー用

ＰＷ廻り

設置場所 備考33

２

20A （１）

22

50A

20A

２

数量

80A ２

２

GV10K

受水タンク

有効容量:54．0m3　設計用水平震度：1.5G
1 受水槽室

20VA
FL+2600

ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ

電動機　3φ200V5.5KW×２
1

コンクリート基礎 別途工事

電極棒（LF3）

水栓（１３－Ｆ７）

20A

有効水量　５４．０ｔ

ｵｰﾊﾞｰﾌﾞﾛｰ125A

ポンプ台数2台　全揚程48ｍ

並列交互運転

設置場所

50A

バタフライ弁（１０ｋ）

バタフライ弁（１０ｋ）

逆止弁（１０ｋ） 80A １

ＰＤ-１ 排水ポンプ 40φ×100Ｌ/min×5.0m×3φ200×0.25ｋｗ

自動運転、フロートスイッチ3個、ケーブル5.0m共
1 受水槽室

加圧給水ポンプ

20A

給水２次側

槽毎に１つ直付

DD EE

電極 電極

※基礎305H

遮断弁制御盤

間接排水口 32A 1

感震器連動

緊急遮断弁用制御盤 緊急遮断弁2台用（受水タンク用）

1

電源　1φ200Ｖ（停電時作動対応型）

表示灯（電源・地震感知器作動・遮断弁閉）

スイッチ（自動・手動・復帰）

地震感知器、警報用接点及び端子、

ポンプインターロック用端子付き

受水槽室

変更設計 改設 配管付属品

コンクリート基礎 別途工事

50A

20VA
FL+3000

定水位調整弁65A

GV10K

FJ500L

FJ500L

GV10K 定水位調整弁65A

GV10K

ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ

接続50A

接続50A

接続65A

80SU FL+1600

FL+3000

BV
10

K

80
VA

FL
+2

00
0

排水口空間
200mm確保の事

排水口空間
200mm確保の事

10
0A

FL
+2

00

BV
10

K

50
VP

FL
±
0

水槽中仕切り

FJ500L

BV
10

K

FJ500L

BV
10

K

50
VP

FL
±

0

FJ500L

ゴム製

ゴム製
FJ500L

ゴム製

ゴム製

ゴム製(3山)

ゴム製

ゴム製

65
VA

FL
+2

20
0

65
VA

FL
+2

60
0

65
VA

FL
+2

60
0

65VA FL+260065VA FL+2600

20VA FL+2600FL+2600

10
0A

FL
+2

00

ｘ3個

80VA FL+2200

80SU FL+500 80SU FL+500

GV20A:下向き
(10K)     x2個

80
SU

FL
+1

60
0

80SU FL+341

65
A

FL
+2

20
080SU FL+271 80SU FL+271

CCBB

▼B1FL

▼起動開始

▼減水警報

▼アース

▼ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ停止位置

吐水口空間

(有
効
水
量

)

(ﾎ
ﾞｰ

ﾙﾀ
ｯﾌ

ﾟ停
止
)

(ｵ
ｰﾊ

ﾞｰ
ﾌﾞ

ﾛｰ
高

さ
)

(満
水

警
報
)

(内
径
1.

5d
)

ＧＬ

CC DDBB EE

▼B1FL

有効水量　５４．０ｔ

架台

▼1FL

AA

▼ｵｰﾊﾞｰﾌﾞﾛｰ

▼GL

▼1FL

改設　受水槽室断面詳細図　１／５０

▼満水警報
▼起動停止

完　 成　 図　 面

調整年月日

工事名

図面
番号

札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日

調
整
者

１０

１４

2,
50

0

50
0

3,000

1,075

4
,
5
0
0

20
0

2,
00

0

825

1,125

2,
05

01,
75

0

2,
05

0

313 700

20
0

300

2,
00
0

45
0

25
0

3,
63

9

750 1,000

60
0

80
0

45
0

1,
55
0

700

1,575 1,000 425 1,575 1,000 425

3,925 4,075

1,125 300

50
0

80
0

4,575 1,000

25
0

25
0

1,625

50
0

25
0

35
0

30
0

500 1,800

50

50

1,
10

0

2,
55

0

50

2,
06
8

1,
40

0

700 535

425

2,
55

0

1,
02

5
3,

77
5

300

1,
16

1

350 1,165527 350

27
5

1,
02

5

27
5

1,
50

0

1,
50

0

1,
16

1

60
0

45
0

1,
10

0
45

0

750 500

450175248

51
0

1,
48

9

2,
18

3
71
7

4,5501,875825

230500 875 500

150 500 475 150500350

565

1,
70

0

1,
70

0

15
0

15
0

245

150

3,000

2,
00
0

3,0003,000

5,
00
0

4
,
5
0
0

3,000

2,9258,000

2,
50

0

90
0

1,
20

0

1,
72

5

1,
75

0

50
50

25
25

1,
77

5
22

5

27
5

12
0

88
5

1,
50

5

51
5

2,
00

0
15

0
51

5

3,0003,000

2,
60

0
90

0

1,
21

0
30

0
15

0
30

0

50
0

36
0

36
0

20
0

20
0

20
0

20
0

2,
30

5
36

0

1,
21

0
29

5

59
0

1,
21

0
24

5

40
0

40
0

81
0

81
0

20
0

20
0

2,
20

0

10
5

48
8 70

185
0

85
0

85
0

1,
70

0

3,
40

0

2,
60

0

3,000

35
0

85

42
5

3,
50

0

3,000

23
0

3,
50

0

3,000
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Ａタイプ

立て１本タイプ（メタルタイプ）

取
付

面
間

：
Ｌ

’

排水

排水

排水

ポンプ排水

雨水

雨水

1F雑排水

1F汚水

2-6F雑排水

2-6F汚水

雨水

建物側 地盤側

種別 口径

H

D1 65A

WL地盤側固定架台

地盤側固定架台寸法

WL

消火管

使　用　鋼　材

80A L 65×65×6

L 65×65×6

L 65×65×6

L 65×65×6

L 65×65×6

L 65×65×6

L 65×65×6

L 65×65×6

L 100×100×7

220

300 1000 700 320

250

250

400

300

210

250

300

395

1190

450

DbDa L 50×50×6 L 65×65×6 440 440

350

免震継ぎ手・架台記号

免震継手架台　　　Ｆタイプ

※自然流下：排水、通気管

Ｃタイプ

Ｆタイプ

免震受台

アンカー

Ｌ2

Ｌ0 100 Ｌ1

Ｌ３

Ｌ
2

免震継手(ゴムタ イプ)

Ｌ形２本組床置きタイプ（メタルタイプ）

Ｌ３(mm)

15080

呼び径 面間 

　 Ｌ１(mm)

Ｌ

冷媒管

冷媒管

冷媒管

冷媒管

冷媒管

4.3

4.3

4.3

4.3

4.3

900

1200

1200 1200

900

900

900

1000

65 1280 1.6

備考

適応流体

材質
呼び径

個数
耐圧

(A) (Mpa)
種別

0.98

固定面

Ｈ

Ｗ

Ｌ

備考材質
呼び径

個数
耐圧

(A)

Cc

Ca Cc

Ca Cc

Cb Ce

Ca Cc

Ca Cd

メタルタイプ

※衛生：ガス引込管

適応流体

※衛生：ガス引込管

メタルタイプ

(A)

80ＳＵＳ

Bb

Ba

付属曲管

免震継手

L 65×65×6

L 65×65×6

L 75×75×6

L 65×65×6

L 65×65×6

L 65×65×6

L 100×100×7

225

350

585

340

370

冷媒管 ＳＵＳ 1 4.3

ｶﾞｽ管用保温施工4.3128.58ＳＵＳ

12.70 100

C2

C4

C4

C5

C3

C3

C4

Cf Cg

Ca

W WLH

C1

C1

C3

C1

C3

C4

地盤側

種別

厨房雑排水

口径

100A L 65×65×6 500

免震継ぎ手・架台記号

１１

継手記号 建物側

0.29

完　 成　 図　 面

調整年月日

工事名

図面
番号

札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日

調
整
者

0.29

0.29

0.29

0.29

800

0.29

0.29

0.29

0.29

立て１本タイプ（ゴムタイプ）

ドライエリア

15.88

19.05

31.75

38.10

44.45

Ea

Eb

Ec

AeAd

Af

Ba

Bb

※屋外設置（ドライエリア含む）：溶融亜鉛メッキ（２種５５）

Cf

Cg

E6

E7 冷媒管

テフロンタイプ

0.98

※屋内設置：溶融亜鉛メッキ（２種３５）

※屋内設置：溶融亜鉛メッキ（２種３５）

※屋外設置（ドライエリア含む）：溶融亜鉛メッキ（２種５５）

AeAd

AbAa

Ac

Af

500 350

200 550

250

255

385

250

275 1000 700

400

420

250

個数
耐圧

(Mpa)
備考

免震継手架台　　　Ｃタイプ

固定面

Ｈ

Ｗ

Ｌ排水管

ﾃﾌﾛﾝ 120

（免震量５００ｍｍ）　　 （免震量５００ｍｍ）　　 （免震量５００ｍｍ）　　

（免震量５００ｍｍ）　　 （免震量５００ｍｍ）　　 （免震量５００ｍｍ）　　

ゴムタイプ

給湯管

(Mpa)

ガス管

種別

0.11

適応流体

　 Ｌ(mm)

※北海道ガス内管設計基準による。

固定面

80

A3

給水管 ゴム 20

1

Ac

3

6

給湯管

水平１本タイプ

ゴムタイプ（低圧用）

変更設計 免震継手 概要図　　

Ｅタイプ

Ｂタイプ

Ｄタイプ

Ｌ0

Ｌ0
※衛生：給水管・ポンプアップ排水管

記号

E1

Cb

CdCc

Fb

Fd Fe Ff

A2 給水管 ゴム

C2

排水管 ゴム 150

80

1

記号

B1

C4

C3

C5

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

免震継手（メタルタイプ）

免震継手（メタルタイプ）

免震継手床支持台

免震継手床支持台 免震受台

80
0以

上

バネハンガー

Ab

免震継手

1

Ｈ

Ｈ

Ｈ

Ｌ

Ｌ

Ｌ

Ｌ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

製作面間

 Ｌ0(mm)  Ｌ’(mm)(A)

1

記号

D1 1200

1200

1200

1200

(A)

呼び径
個数

耐圧

(Mpa)
備考

適応流体

固定面

Ｈ

Ｗ

800

800

800

800

800

1200

1200

液管用保温施工

900

0.98

3

1

4

4

固定面

Ｈ Ｌ

Ｗ

種別 材質

厨房汚水

50A

50A

80A

50A

80A

100A

65A

100A

100A

150A

80A

ゴムタイプ

※衛生：給水管、排水管、ポンプアップ排水管、通気管

ゴム給水管

Fa

Fc

20

ゴム

ゴム

材質
(A)

呼び径
個数

耐圧

(Mpa)
備考

65

ポンプアップ

排水管

排水管

排水管

排水管

ゴム

ゴム

ゴム

ゴム

50

65

0.29

消防予第１９９号適合品　メタルタイプ

※衛生：消火ポンプ、消火栓ボックス廻り

適応流体

免震継手（メタルタイプ）

免震継手(ゴムタ イプ)

100

Da

Db

Ca

Ce

製作面間

 Ｌ0(mm)

製作面間

 Ｌ0(mm)

製作面間

 Ｌ0(mm)

 Ｌ0(mm)

製作面間
 Ｌ0(mm)

製作面間

900

Ｗ

Ｈ

Ｈ

Ｈ Ｈ

液管用保温施工

ｶﾞｽ管用保温施工

ｶﾞｽ管用保温施工

Ｈ

排水管

Ｈ

Ｗ

Ｌ

※屋内設置：溶融亜鉛メッキ（２種３５）

※屋外設置（ドライエリア含む）：溶融亜鉛メッキ（２種５５）

適応流体

種別 材質
(A)

呼び径

ゴム 50 1 0.29

排水管

排水管

ゴム排水管

100

1

ゴム 50

槽通気管 ゴム 100

0.981

1

2

1

1

325

325

340

280

410

300

240

250

400

300

300

250

250

記号

F1

F2

F3

F4

F5

F6

F7

記号

C1

ＳＵＳ

ＳＵＳ

ＳＵＳ

ＳＵＳ

ＳＵＳ

Ｌ
0

Ｈ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

ＳＵＳ消火管 1280

備考材質
呼び径

個数
耐圧

種別
取付面隔

(Mpa)

Ff

H

A3

F1

F6

F7

20A

水抜排水管

WL

400

300

860

350

300 670

槽通気管

Ｌ形２本組吊りタイプ

250

240

490

400

免震継ぎ手・架台記号

免震継手架台　　　Ｄタイプ

継手記号

Ｌ２(mm)

600 1700

立て１本タイプ（メタルタイプ）

取
付

面
間

：
Ｌ

0

メタルタイプ

※空調：冷媒管
免震継手（メタルタイプ）

液管用保温施工

ｶﾞｽ管用保温施工

7

5

3

適応流体

種別

E2

E3

E4

E5

記号

A1

Aa

使　用　鋼　材

建物側固定架台 地盤側固定架台

地盤側固定架台寸法建物側固定架台寸法 (mm) (mm)

H L

L 65×65×6

250

240

250

240

845

建物側固定架台寸法 (mm) (mm)

H建物側固定架台

300220 300550

継手記号 建物側 地盤側

種別 口径

40400

330

Fa 20A

50Aポンプ排水

100A

100A

災害時排水

地盤側固定架台

地盤側固定架台寸法

WL

給水

給湯

使　用　鋼　材

F4

F4

F3

F2

F5

300L 65×65×6

建物側固定架台寸法 (mm) (mm)

H

Fc

Fd

L 65×65×6 350

600

L 65×65×6

L 65×65×6

350

365

400

建物側固定架台

760

L 65×65×6

L 65×65×6

65A

50A

450

Ac Af

Fb Fe

災害時排水

災害時排水

災害時排水

100A

100A

L 50×50×6 L 50×50×6 593 70 350 790 300 300

L 65×65×6 200 320600

L 75×75×6

建物側固定架台寸法 (mm)

地盤側固定架台

地盤側固定架台寸法

W

910

種別

WL

(mm)

H

給水管 20A

免震継手架台　　　Ａタイプ

継手記号 建物側固定架台建物側 地盤側

300770

免震継ぎ手・架台記号

L 50×50×6 50 50400

H

使　用　鋼　材

L

A1 AdAa

口径

AeA2 250 600420 700355L 50×50×6Ab 給水管 80A 500

L 50×50×6

L 50×50×6
BbB1

建物側固定架台 W

620

種別

L

(mm)

H

550

口径

450 650360

H

免震継ぎ手・架台記号

L 65×65×6

建物側固定架台寸法

L

使　用　鋼　材

Ba

(mm)

地盤側固定架台

地盤側固定架台寸法

W

ガス 80A

免震継手架台　　　Ｂタイプ

継手記号 建物側 地盤側

500L 65×65×6

※屋外設置（ドライエリア含む）：溶融亜鉛メッキ（２種５５）

E1-E7 830

建物側固定架台 W

Eb

(mm)

H

種別

L

1930

口径

950910

H

免震継ぎ手・架台記号

L 65×65×6

建物側固定架台寸法

L

使　用　鋼　材

Ea

(mm)

地盤側固定架台

地盤側固定架台寸法

W

冷媒管

免震継手架台　　　Ｅタイプ

継手記号 建物側 地盤側

910 75×75×6（東）

Ec

Ea Eb

Ec

E1-E7（西）

冷媒管

冷媒管

冷媒管

 100×100×7 2215 430

1340 1050

1965 890

L 65×65×6 1050 970 75×75×6 660

 100×100×7

１４
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1

BOX-300×300×300H

吸 込 口

GVS - 100×100

２００φ ２００φ

Ｄ

Ｂ０３

ＨＥＡ

Ｏ
Ａ

Ｏ
Ａ

２００φ

有 圧 換 気 扇Ｂ１階　ボイラー室

（給気用）

低騒音形、５００φ×風量 ６５０m3/h×静圧３４０pa

天吊ダクト形 １ １００

６９w

200w
×２台

Ｂ１階　書庫・倉庫

ＦＳ

天井換気扇 低騒音形、風量～８０m3/h×３０ｐａ、逆流防止ダンパー付

Ｂ１階　ボイラー控室

Ｂ１階　仮眠室

２ １ １００

２００φ

２００φ

２００φ

１００φ１００φ

(φ)
極数

同室

風量 ６００m3/h×静圧 １９０pa、交換効率 ６５％、ドレンパンＳＵＳ製

  給気ダクト電動ダンパー用端子付、遠隔風量スイッチ、吊防振付    

ＨＥＡ-Ｂ０３ 顕熱交換形換気扇 ３ 同室

ＨＥＡ-Ｂ０１

電圧相

電　　動　　機
名　　　称

容量
台数

(kw)

記 号

Ｂ０１

ＨＥＡ

Ｂ０２

全熱交換形換気扇 天吊カセット形 風量 ５０m3/h×静圧 ８０pa、交換効率 ６５％、寒冷地用

  給気ダクト電動ダンパー用端子付、遠隔風量スイッチ、吊防振付    

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ

調整年月日

ＳＷ

CD

MD

MD

MD

１０００Ｗ ８００Ｈ

濾材～５００×５００×２５ｔ～

工事名 札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日 図面
番号 １４

調
整
者

完　 成　 図　 面

１２

１００φ

４００×２５０（ＳＵＳ３０４-１.０ｔ）
ＦＬ+１０００立ち上げ

４００×２５０

       改設 地下１階換気平面図          Ｓ：１／１００

1,080 700

1
,5
0
0

7
,5
0
0

60
0

22
,5
0
0

7,
5
00

6,000

1,500

6,000

1,
50

0

MD

MD

１００φ

(Ｖ)

仕　　　　　　　　　様 備　　考設 置 場 所系 統 名

１送　　風　　機 １ １００ 13.5W 同室

 機器表　　

ＦＥ-Ｂ０１ Ｂ１階　倉庫

型 　 式

２０
（床面+２００迄立下げ）

２０

Ｄ

Ｄ

２０
（床面+２００迄立下げ）

ＳＷ

２００φ

Ｏ
Ａ

CD

CD

２００φ

ＨＥＡ

Ｂ０１

ＦＥ

Ｂ０１

２００φ

２００φ

FD

Ｄ

２０
（床面+２００迄立下げ）

２０

Ｄ

２００φ２０

Ｄ

２００φ

２００φ２００φ

２００φ

１００φ

ＨＥＡ

Ｂ０３

ＨＥＡ

Ｂ０３

ヒートパイプ式

3

書庫・倉庫

Q =  600 m3/h

吹 出 口

2
Q =  600 m3/h

１００φ

１００φ１００φ,

1,
0
00

6,0006,000

1,5002,250

1,
0
00

600

,

１００φ

PS

階段（1） ド
ラ

イ
エ

リ
ア

階段（2）

廊下（1）

UP
UP

7,
50

0

3,150 850

1,
25
0

950

65
0

4,
9
00

FL±0

書庫・倉庫

書庫・倉庫

ﾎﾞｲﾗｰ控室

仮眠室

2,500

4,220

1,
5
00

Q =  540 m3/h

吸 込 口

GVS - 250×250

BOX-400×400×250H

1

廊下（１）

Q =  60 m3/h

1,
95
0

2,550

1,
9
50

1,600

6,0006,000

1,
0
00

6,000

1,800600600 3,500 1,900 1,250 3,500 1,250

1,
0
00

1,
0
00

6,0006,0006,000

66,000

6,000

3,100

４００×２００

電気シャター，防護カバー付

送　　風　　機ＦＳ-Ｂ０１ ２ ３ ２００ ０.７５kw

エアフィルター

釜場：600Wx600Dx600H

ＭＨ

ＭＨ

倉庫

+800

+800

+800

FL±0

ドライエリア

ドライエリア ドライエリア

書庫・倉庫

書庫・倉庫

上部鋼管煙突

ポンプ室

ＡＦ-Ｂ０１ パネル形 風量 １，３００m3/h ２ 枚（予備１００％、枠共）

ＢＯＸ～　　　　　×３００Ｄ×　　　　、点検口、マノメーター付

Ｏ
Ａ

1 同室Ｂ１階　ボイラー室
　（給気用）

同室

ＨＥＡ-Ｂ０２

２００φ

２００φ

４００×２００

Ｂ０１

ＡＦ

１

Ａ

２

３

４

Ｊ Ｋ Ｌ

ボイラー室

ＥＶ

ELVホール

ド
ラ

イ
エ

リ
ア

ドライエリア

GVS - 300×300VHS - 300×300

BOX-500×500×400H BOX-500×500×350H

ＳＷ

ＳＷ

ＳＷ
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1,600

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ

１

7
,
5
0
0

２００φ

女 子 便 所

Q =  320 m3/h
1

BOX-400×400×300H

吸 込 口

GVS - 200×200

打 合 室

Q =  170 m3/h
２

ＨＰ
Ｂ

名　　　称記号

     改設 機器表

冷房室外機ＨＰ－Ｂ

数量設置場所仕　　　　　　　　様

屋外

E2

ＨＰ３
１ 　（再使用）

E1 E1 E1 E2 E2E3E3

　壁掛形（２．５ＨＰ）　冷房能力：７．１ｋｗ

　消費電力：１φ２００Ｖ×３.１９ｋｗ
　三菱電機ＰＵＨＺ－Ｊ８０ＳＥＫ

冷媒：Ｒ－２２

２階防災対策室

１階外壁 再使用

再使用

R・
RR

15.88φ×9.52φ

9.52φ×6.35φ

ＨＰ２

１

暖房能力～６.０ＫＷ

備　　考

東芝キャリア

ＲＤＡ－ＡＰ２８０４Ｈ

ツイン同時マルチ形、冷媒～Ｒ４１０Ａ 冷房能力～１７．０ＫＷ、

男 子 便 所

2

吸 込 口

Ｏ
Ａ

66,000

1FL-40

1FL-200 1FL-840

植栽植栽

SK

植栽

植栽

植栽 植栽

4
,
8
0
5

柱面より

UP
煙突
スペース

発電機室立上り

倉庫
階段室（1）

階段室（2）

植栽

スロープ

マシンハッチ

1FL-50

マシンハッチ 植栽

1,600

E4

EbEc

     改設 機器表

記　号

ＨＰ１－１

名　　　称

冷房室外機

数量設置場所仕　　　　　　　　様

１

BOX-350×350×300H

レタンパス

GVS - 150×150 GVS - 150×150

Q =  160 m3/h

取外し清掃後再取付け

200×150

150φ

100φ

100φ

E4E4E4E4

E2 E2

E1

E3

E2

E1E1

E5

EcEb

休憩室

待合室

来庁者用

倉庫

湯沸室便所

女子

男子便所

ＥＶ

男子女子

DN

UP

DN

Ｏ
Ａ

２００φ

Ｏ
Ａ

２００φ

Ｏ
Ａ

２００φ

Ｏ
Ａ

２００φ

ＦＥ

１０１

7
,
5
0
0

　（再使用）

12.7φ×6.4φ

ポーチ庇上

ＨＰ３－１ 冷房室外機 再使用１階ポーチ屋根 ２　壁掛形（１．６ＨＰ）　冷房能力：４．５ｋｗ

　消費電力：１φ２００Ｖ１．４ｋｗ
　三菱電機 ＰＵ－Ｊ５０ＳＧＡ

Ａ

6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

　壁掛形（１．６ＨＰ）　冷房能力：４．０ｋｗ

　消費電力：１φ２００Ｖ×０.９ｋｗ

備　　考

ナショナル ＣＵ４０３ＥＢ２
冷媒：Ｒ-４１０Ａ

系　統　名

１階来庁者用

　　待合室

ＨＰ２－１ 冷房室外機 １階外壁 １

Ｏ
Ａ

型 　 式

天井換気扇打　合　室 低騒音形、風量～１６０m3/h×３０ｐａ

Q =  170 m3/h
1

BOX-350×350×300H

排 気 口

GVS - 150×150

12.7φ×6.4φ

ＨＰ３
１

7
,
5
0
0

2
2
,
5
0
0

1
,
5
0
0

２

３

４

多目的

入札公示室

打合室

便所

休養室休養室

喫煙室

女子

サーバー室

情報処理室

自販機スペース

入札室

食堂

更衣室

事務室

食品庫

棚

棚

風除室2

厨房
+200

±0

２００φ

仕　　　　　　　　　様 備　　考設 置 場 所系 　統 　名

１送　風　機 １ １００ ２０w 同室

      改設 機器表　　

ＦＥ-１０１

(φ)
極数

電圧相

電　　動　　機
名　　　称

容量
台数

(kw)

記 　号

(Ｖ)

調整年月日

工事名 札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

平成２ １ 年３ 月２ ３ 日 図面
番号

調
整
者

完　 成　 図　 面

Ｏ
Ａ

400×250

再使用

ＯＡ400× 250 SUS金網

冷媒：Ｒ－２２

３階端末機室

　消費電力：３φ２００Ｖ２.２ｋｗ

１階厨房

系　　統

R・
RR

R・
RR

Ea

E4 E5 E5 E1E3

１
ＨＰ１

　（再使用）１

R・RR

15.88φ×9.52φ

　（再使用）

Ｏ
Ａ

400×250

     改設 １階空調・換気平面図      Ｓ=１／１００

6,000

契約課

風除室
守衛室控室

物置

経理課
ホール

S.S

S.S

S.
S

電気室

+200

±0

廊下

EPS

PS

±0

±0

±0

±0

PS

便所

ＬＡＮ機器室

Ea

R・
RR

R・
RR

１４
１３
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調
整
者

番号
図面

工事名

完　 成　 図　 面

札幌開発総合０ ７ 耐震改修（ 建築その他） 工事

調整年月日 平成２ １ 年３ 月２ ３ 日 １４
１４

ＥＭ－ＣＥＥ２－４Ｃ（Ｅ２５）

ＥＭ－ＣＥＥ２－４Ｃ（Ｅ２５）

階段1

ガス遮断弁操作盤

UP

物置

控室 守衛室

7,
50

0

２

１ 　　　 改設 １階自動平面図  　　Ｓ=１／１００

１

（弱電ラック）ＥＭ－ＣＥＥ２－４Ｃ

（弱電ラック）ＥＭ－ＣＥＥ２－４Ｃ

（弱電ラック）ＥＭ－ＣＥＥ２－４Ｃ

ＥＭ－ＣＥＥ２－４Ｃ（Ｅ２５）

　　　 改設 地下１階自動平面図  　　　　　Ｓ=１／１００

ＥＭ－ＣＥＥ２－４Ｃ（Ｅ２５）

倉庫

仮眠室

控室
ボイラー

（ポンプ室）

ＭＨ

（書庫・倉庫）

（ボイラー室）

会議室

6,0006,0006,0006,0006,0006,0006,0006,0006,0006,000

1,
50

0

1,
50

0
1,

50
0

75
00

66,000 1,600

1,2001,9003,5006003,100 6001,5002,250

1,600

6,000

7,
50

0
7,

50
0

2
2
,
5
0
0

3,600

上部キャピタル

上部キャピタル

1,
25

0

廊下（2）

廊下（1）

階段（2）

（倉庫（4））

（倉庫（3））（倉庫（2））

ド
ラ

イ
エ
リ

ア

階段2階段2

UP

S.S

UP階段（1）

免震用EXP.J

PS

上部鋼管煙突

（物品庫）

（倉庫（1））

S
.
S

ドライエリアドライエリア

ドライエリアドライエリア

ド
ラ

イ
エ

リ
ア

ELVホール

ＥＶ

ＬＫＪＩＨＧＦＥＤＣＢＡ

ガス遮断弁（低圧）

２

４

３
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koda869
ノート注釈
koda869 : None

koda869
ノート注釈
koda869 : MigrationNone

koda869
ノート注釈
koda869 : Unmarked
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